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研究要旨：本分担研究の目的は，ストレスチェックに連動した教育研修，ストレスマネジメントの工

夫の検討を行うことである。1年目の平成27年度では，平成21－23年度に作成された科学的根拠（EBM）

に基づく個人向けストレス対策のガイドライン（セルフケアガイドライン）に関して，作成後に発表さ

れた科学的根拠のレビューを行い，ガイドラインの内容をアップデートした。2年目の平成 28年度では，

ストレスチェックの結果を受け取った労働者のセルフケア支援を，個別面接によって行う際の手順と必

要なツールをまとめたマニュアル（バージョン 1）を作成した。3年目の平成 29年度では，平成 28年度

に作成した個別面接支援マニュアル（バージョン 1）のうち主要な内容を抽出したマニュアル（バージョ

ン 2）を作成し，ストレスチェック実施後にマニュアルを活用した面接をモデル事業所で実施してその効

果評価を行うとともに，専門家からの意見を収集し，マニュアルをバージョン 3として完成させた。 

 

Ａ．はじめに 

 労働者のメンタルヘルス不調の第一次予防にお

いて，「労働者個人向けストレス対策 （セルフケ

ア）」は主要なアプローチの一つとされている。本

分担研究では，ストレスチェックに連動した教育

研修，ストレスマネジメントの工夫の検討を行う

ことを目的とする。 

1 年目の平成 27年度では，平成 21－23 年度に

作成された科学的根拠（EBM）に基づく個人向け

ストレス対策のガイドライン（セルフケアガイド

ライン）に関して，作成後に発表された科学的根

拠のレビューを行い，ガイドラインの内容をアッ

プデートした。 

2年目の平成 28年度では，ストレスチェックの

結果を受け取った労働者のセルフケア支援を，個

別面接によって行う際の手順と必要なツールをま

とめたマニュアル（バージョン 1）を作成した。

マニュアル（バージョン 1）はストレスチェック

に連動したセルフケア支援において，個別面接で

必要と思われる知識と技術を網羅的に提示した。 

3 年目となる平成 29 年度では，平成 28 年度に

作成した個別面接支援マニュアル（バージョン1）

のうち主要な内容を抽出したマニュアル（バージ

ョン 2）を作成し，ストレスチェック実施後にマ

ニュアルを活用した面接をモデル事業所で実施し

てその効果評価を行うとともに，専門家からの意

見を収集し，マニュアルをバージョン 3 として完

成させた。 

 

Ｂ．対象と方法 

1. 個人向けストレス対策のガイドライン（セルフ

ケアガイドライン）のアップデート（平成 27年度） 
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 平成 27年 6月から平成 28年 3月にかけて，前

回のセルフケアガイドライン作成時に実施された

文献レビューと同じデータベース，および検索語

を用いて文献レビューを実施した。取り込み基準

も同様の基準を採用し，加えて前回のガイドライ

ンが作成された 2009 年以降の論文を取り込むこ

ととした。 

 

2. 個別面接支援マニュアル（バージョン 1）の作

成（平成 28年度） 

 ストレスチェックの結果を受け取った労働者の

セルフケア支援を，個別面接によって行う際の手

順と必要なツールをまとめた。産業保健スタッフ

が相談を受ける際，ストレスチェックの結果をど

のように読み取り，どのように面接を進め，どの

ようにフォローするかについて，実践例を示しな

がら解説することにより，産業保健スタッフの業

務の一助をなることを目指した。 

 

3. 個別面接支援マニュアルの作成（バージョン 2）

および完成（バージョン 3）（平成 29年度） 

（1）個別面接を行う担当者が，実際の面接でより

重要と思われる事項をバージョン 1 より抽出し，

クイックマニュアルとして分かりやすく提示する

ためのマニュアル（バージョン 2）を作成した。 

（2）産業保健スタッフ 3 名によるバージョン 2

を用いた個別支援面接を 45名の従業員に行い，個

別支援面接の実施前および実施約 1 ヶ月後のスト

レスチェック結果を比較することでマニュアル使

用の効果評価を行った。 

（3）2017年 12月 13日に東京大学にて行われた

本研究班の成果物研究会に参加した産業保健の専

門家より，マニュアル（バージョン 2）に関する

意見を収集した。参加した専門家は，産業医 1名，

精神科医 1名，保健師 3名，臨床心理士 2名であ

った。 

  

Ｃ．結果 

1. 個人向けストレス対策のガイドライン（セルフ

ケアガイドライン）のアップデート（平成 27年度） 

文献レビューの結果，最終的に 44編の論文が取

り込み基準に合致する対象となった。前回作成さ

れたガイドラインでは，科学的根拠の水準に応じ

て 6 個の推奨内容と 4 個のヒントが提示されてお

り，これらの項目に沿って内容を検討したところ，

1 時間以内の実施時間でも効果が認められた介入

や，マインドフルネス，ACT（Acceptance and 

Commitment Therapy），ヨガなどで効果が認め

られた介入が存在した。 

 

2. 個別面接支援マニュアル（バージョン 1）の作

成（平成 28年度） 

次の 5 章から構成される個別面接支援マニュア

ル（バージョン 1）を作成した。 

・ 第 1章：ストレスチェックの概要 

・ 第 2章：職業性ストレス簡易調査票の説明 

・ 第 3 章：ストレスチェック結果の読み取り方

と面談・相談対応の進め方 

・ 第 4 章：プロフィールのパターンによるスト

レスチェック結果の解釈 

・ 第 5 章：対象者のニーズに合わせたセルフケ

アの支援方法 

従業員と面接を行う可能性がある産業保健スタ

ッフ（産業医，保健師，看護師，臨床心理士など）

を対象として，マニュアル（バージョン 1）に関

する意見収集を行った。その結果，難易度（分か

りやすさ），ボリューム，有用性について肯定的な

回答が多く得られた。 

 

3. 個別面接支援マニュアルの作成（バージョン 2）

および完成（バージョン 3）（平成 29年度） 

（1）マニュアル（バージョン 1）のうち，平成 28

年度に産業保健職を対象としたアンケートでニー

ズが高く，かつ個別面接場面で必要性が高いと思

われる情報として，第 3 章と第 4 章を抽出した。

これらの内容をそれぞれ解説編と事例編とする 2

部構成のマニュアル（バージョン 2）を作成した。 

（2）保健師・看護師 3名が，マニュアル（バージ

ョン 2）を用いて個別支援面接を行った結果，面

接を受けた 45名の面接対象者のストレッサー（仕

事の量的負担, p = 0.011, Cohen’s d = 0.40；仕事

の質的負担, p = 0.001, Cohen’s d = 0.54；身体

的負担度, p = 0.02, Cohen’s d = 0.50；仕事のコ

ントロールの低さ, p = 0.004, Cohen’s d = 0.46）

とストレス反応（活気の低さ, p = 0.004, Cohen’s d 

= 0.46；イライラ感, p = 0.046, Cohen’s d = 0.31；

身体愁訴, p = 0.002, Cohen’s d = 0.49）の得点が

有意に低減し，社会的支援（上司, p < 0.001, 

Cohen’s d = 0.58；同僚, p < 0.001, Cohen’s d = 

0.83；家族友人, p < 0.001, Cohen’s d = 0.76）お

よび満足度（仕事満足度, p = 0.020, Cohen’s d = 

0.36；家庭満足度, p = 0.005, Cohen’s d = 0.45）

の得点が有意に向上した。 

（3）産業保健の専門家からの意見収集では，マニ

ュアルの扱う面談の種類，収載内容，面接のポイ

ント，著作権に関して質問とコメントが得られ，

これらの内容を反映して最終版（バージョン 3）

を完成させた。 

   

Ｄ．考察 

1. 個人向けストレス対策のガイドライン（セルフ

ケアガイドライン）のアップデートについて 
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文献レビューの結果，特にセルフケアの実施時

間（ヒント 2）やプログラムの構成（推奨内容 4）

に関して新しい知見が確認された。しかし，これ

らの内容は，いずれも前ガイドラインで提示され

た内容と相反するものではなかった。したがって，

改訂版では，本文の後の「実施のポイント」に以

下の内容を追記した（付録 1）。 

【ヒント 2：1 回あたりの実施時間】「ただし，

ヨガ等の介入を行う場合は，比較的短時間（1 時

間以内）の介入を継続的に実施することが心理的

ストレス反応の低減に有効である可能性がありま

す。介入内容に合わせて適切な実施時間を選択し

ましょう。」 

【推奨 4：プログラムの構成】「認知・行動的ア

プローチに基づく技法には，問題解決法，ストレ

ス免疫訓練，認知的再体制化，アサーション・ト

レーニング，タイムマネジメント，マインドフル

ネスや Acceptance and Commitment Therapyな

どの技法があります。また，リラクセーション技

法には，漸進的筋弛緩法，自律訓練法，呼吸法，

ヨカなどがあります。」 

 なお，その他の推奨内容やヒントについては，

前ガイドラインに追加する内容は認められなかっ

た。 

 

2. 個別面接支援マニュアルについて 

平成 28年度では，ストレスチェックの結果を受

け取った労働者のセルフケア支援を，個別面接に

よって行う際の手順と必要なツールをまとめたマ

ニュアル（バージョン 1）を作成した。産業保健

スタッフが相談を受ける際，ストレスチェックの

結果をどのように読み取り，どのように面接を進

め，どのようにフォローするかについて，実践例

を示しながら解説することにより，産業保健スタ

ッフの業務の一助をなることを目指した。 

平成 29年度は，平成 28年度に作成された個別

面接支援マニュアル（バージョン 1）から主要な

内容を抽出し，解説編と事例編構成から構成され

るクイックマニュアル（バージョン 2）を作成し

た。マニュアル（バージョン 2）を用いた保健師・

看護師による個別支援面接により，面接対象者の

ストレッサーとストレス反応が低減し，社会的支

援，満足度が向上するという望ましい効果が得ら

れた。被面接者を対象としたアンケートでは，ス

トレスチェックの個人結果を受け取ることによる

ストレス低減への有用性が 75.0%，個人結果とス

トレスマネジメントのヒントを受け取ることによ

るストレス低減への有用性が 65.9%であったのに

対して，産業保健スタッフの個別面接を受けたこ

とによるストレス低減への有用性が 95.4%と高い

結果が得られた。このことは，ストレスチェック

の個人結果やストレスマネジメントのヒントをフ

ィードバックすることに加えて，産業保健スタッ

フが支援マニュアルにもとづき個別面接を行うこ

とで，ストレス反応の低減がさらに促進される可

能性を示唆するものと言える。 

今回の面接対象者は，高ストレス状態にある者

だけでなく，高ストレス状態にない者も含まれて

いたことを考慮すると，本マニュアルを用いた個

別支援面接は，高ストレス者以外にも適用可能で

あり，彼（女）らのストレス状態の改善にも役立

つ可能性が示唆された。 

しかしながら，本研究での面接実施者は経験年

数の長い保健師・看護師により行われており，経

験年数の短いその他の産業保健スタッフにも，本

マニュアルを用いた面接が有用であるかは今後の

検討が必要である。また，本研究では，面接後調

査が面接終了約 1 ヶ月後に行われていることから，

面接による効果がどの程度長期的に維持されるの

かについても，今後の検討が必要である。さらに，

本研究では対照群を置かない介入群のみの前後比

較研究であることから，今後，対照群を置いた検

討も必要である。 

 最終的に，産業保健の専門家の意見，効果評価

の結果を踏まえ，最終的に解説編と事例編の 2 部

から構成されるマニュアル（バージョン 3）を完

成させた。本マニュアルは，少ないページ数であ

りながらも，ストレスチェックのフィードバック

結果を用いた個別支援面接に必要な内容を網羅し

ており，クイック版のマニュアルとしては十分な

包括性と有用性を有していると言える。 

なお，本マニュアル（バージョン 3：付録 2）は，

収載内容を必要最低限に絞ったクイック版である。

したがって，面接実施者は，面接前に，被面接者

との具体的なやりとりやセリフ，面接で使用する

心理教育の資料やワークシートを収載したマニュ

アル本体（バージョン 1：島津・種市, 2016）を事

前に学習しておくことで，個別支援面接の効果を

高めることが期待される。 

 

E．結論 

 本分担研究の目的は，ストレスチェックに連動

した教育研修，ストレスマネジメントの工夫の検

討を行うことであった。1年目の平成27年度では，

平成 21－23年度に作成された科学的根拠（EBM）

に基づく個人向けストレス対策のガイドライン

（セルフケアガイドライン）に関して，作成後に

発表された科学的根拠のレビューを行い，ガイド

ラインの内容をアップデートした。2 年目の平成

28年度では，ストレスチェックの結果を受け取っ

た労働者のセルフケア支援を，個別面接によって

行う際の手順と必要なツールをまとめたマニュア
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ル（バージョン 1）を作成した。3 年目の平成 29

年度では，平成 28年度に作成した個別面接支援マ

ニュアル（バージョン 1）のうち主要な内容を抽

出したマニュアル（バージョン 2）を作成し，ス

トレスチェック実施後にマニュアルを活用した面

接をモデル事業所で実施してその効果評価を行う

とともに，専門家からの意見を収集し，マニュア

ルをバージョン 3として完成させた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当せず。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

浅井裕美・今村幸太郎・堤明純・島津明人・井上

彰臣・廣尚典・小田切優子・吉川徹・吉川悦

子・川上憲人 (印刷中). ストレスチェック制

度施行開始 1 年度の実施状況、有用性および

課題：労働者へのインターネット調査. 産業

ストレス研究. 

Goering, E., Shimazu, A., Zhou, F., Wada, T., & 

Sakai, R. (2017). Not if, but how they differ: 

A meta-analytic test of the nomological 

networks of burnout and engagement. 

Burnout Research, 5, 21-34. 

Imamura, K., Kawakami, N., Tsuno, K., 

Tsuchiya, M., Shimada, K., Namba, K., & 

Shimazu, A. (2017). Effects of web-based 

stress and depression literacy intervention 

on improving work engagement among 

workers with low work engagement: An 

analysis of secondary outcome of a 

randomized controlled trial. Journal of 

Occupational Health, 59, 46-54. 

Imamura, K., Asai, Y., Watanabe, K., Tsutsumi, 

A., Shimazu, A., Inoue, A., Hiro, H., Odagiri, 

Y., Yoshikawa, T., Yoshikawa, E., & 

Kawakami, N. (in press). Effect of the 

national stress check program on mental 

health among workers in Japan: A 1-year 

retrospective cohort study. Journal of 

Occupational Health. 

島津明人 (2017). ストレスチェック制度とセル

フケア支援. 医学のあゆみ, 263, 246-250. 

Tsutsumi, A., Shimazu, A., Eguchi, H., Inoue, A., 

& Kawakami, N. (2018). A Japanese Stress 

Check Program screening tool predicts 

employee long-term sickness absence: A 

prospective study. Journal of Occupational 

Health, 60, 55-63. 

 

２．学会発表 

島津明人 (2017). シンポジウム「ストレスチェッ

ク制度実施上の留意点」集団分析後のフォロ

ー. 2017年 3月 18日（土）, 第 23回日本行

動医学会学術総会, 沖縄科学技術大学院大学, 

沖縄県恩納村. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当せず。 

 

Ｉ．引用文献 

島津明人・種市康太郎（編著） (2016). 産業保健

スタッフのためのセルフケア支援マニュア

ル：ストレスチェックと連動した相談の進め方. 

東京: 誠信書房
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労働者個人向けストレス対策（セルフケア）のガイドライン 

（改訂版） 

 

 

 

このガイドラインは，職場のメンタルヘルス対策として重要な個人向けストレス対策（セルフケア）

を企画・実施する際に推奨される事項を，最新の科学的根拠に基づいて提示したものです。 

 

このガイドラインは，第 1 版（平成 21－23 年度にかけて作成）の公表後に出版された科学的根拠をレ

ビューし，その内容をアップデートしたものです。 

詳細なレビュー内容とアップデートの根拠となった情報は，平成 27 年度分担研究報告書注 1 を参照下

さい。 

 

このガイドラインは，個人向けストレス対策（セルフケア）の企画・実施に直接的・間接的に関わる

可能性のある産業医，保健師，看護師，心の健康づくり専門スタッフ（臨床心理士，産業カウンセラ

ー等），衛生管理者，人事労務担当者，および事業場内教育研修担当者・メンタルヘルス推進担当者等

にご活用いただけます。そのほか，職場のメンタルヘルス対策にかかわる各専門施設（産業保健総合

支援センター・地域産業保健センター）や EAP（Employee Assistance Program：従業員支援プログ

ラム）の担当者，THP（Total Health Promotion：トータルヘルスプロモーション）の心理相談担当

者等も活用可能です。 

 

注 1：島津明人 (2015). 平成 27 年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業）「ストレスチェック制度による労

働者のメンタルヘルス不調の予防と職場環境改善効果に関する研究」（H27-労働-一般-004）主任（川上憲人）分担研究報告

書「教育研修，ストレスマネジメントの工夫の検討」 

 

 

 

 

平成 27-29 年度厚生労働科学研究費労働安全総合研究事業 

「ストレスチェック制度による労働者のメンタルヘルス不調の予防と職場環境改善効果に関する研究」 

主任：川上憲人（東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野・教授） 

 

分担研究者：島津明人（北里大学一般教育部人間科学教育センター・教授） 

研究協力者：櫻谷あすか（東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野・院生） 

渡辺和弘（東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野・院生； 

日本学術振興会・特別研究員 DC1）
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個人向けストレス対策（セルフケア）の重要性と本ガイドラインの意義 

 

わが国における労働者のメンタルヘルス不調は増加の傾向にあり，その未然防止（第一次予防）は

事業場における健康管理の優先順位の高い課題となっています。 

メンタルヘルス不調の第一次予防においては，「労働者個人向けストレス対策」「管理監督者教育」「職

場環境等の評価と改善」の 3 つの主要なアプローチがあります。このうち，個人向けストレス対策は，

労働者のセルフケア能力の向上を目的としており，自己のストレスに早期に気づき，適切に対処でき

るようになることを支援します。 

個人向けストレス対策（セルフケア）の効果については，数多くの研究成果が国内外で蓄積され，

どのような対策を行えば，セルフケア能力の向上やストレス反応の低下につながるかについての科学

的根拠が整理されるようになってきました。しかしながら，これらの科学的根拠を参照するだけでは，

対策を実際に事業場で実施することが難しい状況にありました。なぜなら，どのような工夫が事業場

での実効性の向上に役立つかについての情報が不足していたからです。 

本ガイドラインは，個人向けストレス対策（セルフケア）の効果について無作為化対照試験ないし

比較対照試験によって評価した研究，およびそれらの研究をメタ分析した研究をレビューして作成さ

れたものです。ガイドラインには，労働者のストレス反応の低減に有効と判断された対策を，事業場

でどのように計画・準備し，どのように実施すればよいかについてのポイントが提示されています。

本ガイドラインによって，実効性の高い個人向けストレス対策が，これまで以上に普及・浸透するこ

とを願っています。 

 

 

ガイドラインの構成 

 

・ 本ガイドラインは，個人向けストレス対策（セルフケア）を事業場で企画・実施する流れに沿って，

「計画・準備」「内容」「形式」「事後の対応」の 4 つの要素から構成されています。 

・ それぞれの要素では，労働者のストレス反応の低減に有効性が認められている対策項目注 2 が「推

奨内容」として，有効性に関するコンセンサスが得られている対策項目注 3が「ヒント」注 4として，

科学的根拠の水準に応じて提示されています。 

・ それぞれの要素では，推奨内容やヒントで提示された項目を事業場で円滑に実施するための工夫が

「実施のポイント」として提示されています。 

 

注 2：有効性が認められている対策項目とは，（1）無作為化対照試験および比較対照試験のメタ分析によって有効性が確認され

た項目，（2）無作為化対照試験ないし比較対照試験において研究デザインに組み込まれ，有効性が確認された項目のことを

言います。（2）に関して【推奨 6：フォローアップセッションの設定】を例にとると，フォローアップセッションの有無に

関する 2 群を設定し，2 群間でストレス反応の低減効果に有意差が認められたことを言います。 

注 3：有効性に関するコンセンサスが得られている対策項目とは，無作為化対照試験ないし比較対照試験において，（1）ストレ

ス反応の低減は認められてはいるが，その項目が研究デザインに組み込まれていないもの，（2）下位分析によってのみスト

レス反応の低減効果に差異が認められたもの（たとえば，仕事の裁量権の高い群でのみストレス反応の低減効果が認められ

た場合），などの項目を言います。 

注 4：「内容」に関する要素では，「ヒント」の提示はありません。 
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（1）計画・準備 

 推奨内容 

項
目 

【推奨 1：実施回数】 

心理的ストレス反応の低減を目的としたプログラムの場合，最低 2 回の教育セッションと１回の

フォローアップセッション注 5を設ける。 

 

【推奨 2：ケアの提供者】 

職場のメンタルヘルスの専門家，もしくは事業場内産業保健スタッフが実施する。 

 

【推奨 3：ストレス評価の事後対応】 

労働者のストレス状況を評価する場合は，評価結果を返却するだけでなく，ストレス軽減のため

の具体的な方法（教育や研修）を併せて提供する。 

実
施
の
ポ
イ
ン
ト 

【推奨 1：実施回数】 

・ 各セッションで習得してほしいポイントを限定し，内容を詰めすぎないようにします。 

・ 内容に応じてプログラムを複数回に分割することで，知識・技術の習得が円滑になるように

します。 

・ 簡単な内容から複雑な内容へとステップアップするスモールステップ方式を採用すること

で，参加者の意欲と動機づけが維持されやすくなります。 

・ 複数回のプログラムを行うことで，メンバー間で良好な関係が形成され，サポートネットワ

ークが形成されやすくなります。 

・ プログラムを複数回に分けて実施する場合，多くの研究では 1 週間の実施間隔を設定してい

ます。 

 

【推奨 2：ケアの提供者】 

・ 実施に際しては，必要な知識や技術を事前に習得しておくことが必要です。 

・ 実施経験が少ない場合には，専門家の助言を得ながら，技術の向上に努めます。 

 

【推奨 4：ストレス評価の事後対応】 

・ ストレス評価を行う場合には，ストレス軽減のための具体的な方法についても併せて（教育

や研修によって）提供します。 
注 5：フォローアップセッションに関する実施のポイントについては，推奨 6（フォローアップセッションの設定）で別個に取

り上げています。 

  

118



 ヒント 

項
目 

【ヒント 1：対象の設定】 

時間，費用，人的資源などに制約がある場合には，優先度の高い集団から実施する。 

 

【ヒント 2：1 回あたりの実施時間】 

1 回あたりの実施時間は 2 時間程度とすることが望ましい。 

実
施
の
ポ
イ
ン
ト 

【ヒント 1：対象の設定】 

・ 優先度の設定に際しては，セルフケアへの関心の高さ，就業環境（学習内容を活用しやすい

環境にあるか），ストレス反応の高さなどを考慮して対象集団を設定します。 

・ 具体的には，セルフケアへの関心が高い集団，学習内容を活用しやすい環境（就業環境）に

ある労働者，ストレス反応が高い集団には，優先してプログラムを提供するようにします。 

・ 新入社員，異動者，昇進・昇格者などストレスフルな状況に置かれている者には，優先度を

高めることが望まれます。 

・ 心理的ストレス反応が高い労働者に限定して実施する場合には，参加者自身や周囲に偏見や

誤解を与えないような配慮や，参加者の心理的抵抗を少なくする配慮が必要です。 

 

【ヒント 2：1回あたりの実施時間】 

・ 1 回のセッションで習得してほしいポイントを限定し，内容を詰めすぎないようにします。 

・ ただし，ヨガ等の介入を行う場合は，比較的短時間（1 時間以内）の介入を継続的に実施す

ることが心理的ストレス反応の低減に有効である可能性があります。介入内容に合わせて適

切な実施時間を選択しましょう注 6。 

注 6：改訂版で追記された項目。 
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（2）内容 

 推奨内容 

項
目 

【推奨 4：プログラムの構成】 

プログラムでは，認知・行動的アプローチに基づく技法を単独で用いるか，リラクセーションと

組み合わせて実施する。 

 

実
施
の
ポ
イ
ン
ト 

【推奨 4：プログラムの構成】 

・ 認知・行動的アプローチに基づく技法には，問題解決法，ストレス免疫訓練，認知的再体制

化，アサーション・トレーニング，タイムマネジメント，マインドフルネスや Acceptance and 

Commitment Therapy などの技法があります。また，リラクセーション技法には，漸進的筋

弛緩法，自律訓練法，呼吸法，ヨカなどがあります注 7。 

・ プログラムで提供する技法は多すぎないように留意します。提供技法が増えるとセッション

数とそれに伴うコスト（時間，場所，スタッフなど）が増加するためです。セッション数が

増えてもプログラム効果の促進にはつながらないことも示されています。  

・ 対象者のニーズや関心に応じて，提供する技法を選択します。 

注 7：改訂版では，マインドフルネス，Acceptance and Commitment Therapy，ヨガを追記した。 

マインドフルネスは「今，この瞬間の体験に意図的に意識を向け， 評価をせずに，とらわれのない状態で，ただ観ること」，

「Acceptance and Commitment Therapy は「思考や感情を抑制しようとする行動（体験の回避）や思考と現実や自己を混同す

る行動（フュージョン）を減らし，向社会的行動の動機づけを高めて（価値の明確化），実際にそれを生起させていく（コミッ

トメント）介入法」と定義されている。 
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（3）形式 

 推奨内容 

項
目 

【推奨 5：プログラムの提供形式】 

事業場や参加者の特徴・状況に応じて，提供形式（集合教育，個別教育）を選択する。 

実
施
の
ポ
イ
ン
ト 

【推奨 5：プログラムの提供形式】 

・ 集合形式の場合，グループを活用した参加型学習を取り入れるように努めます。 

・ 集合形式のプログラムで心理的ストレス反応の低減効果が認められた研究の多くは，参加型学

習を取り入れています。 

・ 参加型学習では，参加者相互の意見交換が促進され，行動や認知を修正するためのフィードバ

ックが得られやすくなります。 

・ 参加型学習では，同じ問題を共有する参加者の行動を観察したり，取り入れたりする機会が得

られやすくなります。 

・ グループディスカッションやグループワークでは，1 グループあたりの人数が 10 名を超えな

いように配慮します。 

・ 個別教育では，参加者の心理的抵抗（周囲に対する気がね）を少なくするような工夫をします。 

・ 個別教育では，参加者のニーズに応じたプログラムを提供します。 

 

 

 
 

 ヒント 

項
目 

【ヒント 3：セルフケアとその他の対策との組合せ】 

学習内容の活用を促進させるための職場環境づくりを行う（裁量権を上げるための対策を併用す

る）。 

実
施
の
ポ
イ
ン
ト 

【ヒント 3：セルフケアとその他の対策との組合せ】 

・ 従業員参加型の職場環境改善活動などを行い，労働者一人ひとりの裁量権を上げるための工夫

を行います。 

・ 職場環境改善活動では，職業性ストレス簡易調査票，仕事のストレス判定図，メンタルヘルス

アクションチェックリストなどを活用することができます。 
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（4）事後の対応 

 推奨内容 

項
目 

【推奨 6：フォローアップセッションの設定】 

教育セッションの終了後にフォローアップセッションを設け，プログラムで学んだ知識や技術を

振り返る機会や日常生活での適用を促進する機会を設ける。 

実
施
の
ポ
イ
ン
ト 

【推奨 6：フォローアップセッションの設定】 

・ 事業場の事情に合わせて，最低 1 回はフォローアップセッションを設けます。 

・ フォローアップセッションの実施時期としては最終セッション終了後 3 ヶ月が目安となりま

す。 

・ フォローアップセッションの回数とその効果との関連についてはまだ明らかな知見が得られ

ていないため，当面は事業場の事情に合わせて実施されることが望まれます。 

・ フォローアップでは，面談，電話，メールなど個別形式を取り入れて行うことも可能です 

 

 

 

 ヒント 

項
目 

【ヒント 4：活用促進のための工夫】 

知識や技術を定着させ，日常生活での活用を促進するための工夫を行う。 

実
施
の
ポ
イ
ン
ト 

【ヒント 4：活用促進のための工夫】 

・ 教育内容を知的に理解しても，その内容が日常生活に適用されなければ，メンタルヘルス不

調の未然防止や健康の保持・増進には結びつきません。そのため，ワークシートを配布する

など，学んだ知識を自己の問題や状況に適用できるようにします。 

・ 複数回のセッションを提供する場合，次のセッションまでに日常生活で取り組む課題（ホー

ムワーク）を設け，技術の定着を促進します。 
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iはじめに

はじめに

　本書は「産業保健スタッフのためのセルフケア支援マニュアル」（島津明
人・種市康太郎編，誠信書房刊行）を再編集したものを，クイック版として刊
行したものです。「ストレスチェック結果の読み取り方と面談・相談対応の進
め方」に焦点を絞った「クイックマニュアル」として活用いただけます。
　このクイック版では，ストレスチェック結果をもとに面談・相談対応をする
際に，最小限必要な情報に絞り込んで提示しています。「解説編」では，ストレ
スチェックの読み取り方と面談・相談対応の進め方の一般的な流れを解説し，
「事例編」では，個人ごとにフィードバックされるプロフィールの典型的なパ
ターンを 7種類挙げ，結果の読み取り方と面接でのポイントを提示しています。
　クイック版は，厚生労働科学研究「ストレスチェック制度による労働者のメ
ンタルヘルス不調の予防と職場環境改善効果に関する研究（H27 －労働－一般
－ 004：主任研究者：川上憲人）における，分担研究「教育研修，ストレスマ
ネジメントの工夫の検討」（分担研究者：島津明人）の成果物として位置づけ
られ，厚生労働省の研究成果データベースにて公開される予定です。事例の作
成に際しては，以下の皆様にご協力いただきました。

〈事例作成協力者〉
事例１：五十川早苗（公益財団法人松原病院診療技術部臨床心理室）
事例２：平賀光美（医療法人あけぼの会メンタルヘルスセンター）
事例３：�小林由佳（本田技研（株）人事部人事ブロック全社メンタルヘル

ス推進チーム）
事例４：�大庭さよ（医療法人社団弘冨会神田東クリニック／MPSセンター）
事例５：�三宅美樹（トヨタ車体（株）健康推進センターメンタルヘルス推

進グループ）
事例６：植松芳信（アイエムエフ（株）相談室）
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ii はじめに

事例７：種市康太郎（桜美林大学）

　なお，本体のマニュアル（書籍）では，ストレスチェク制度（第 1章）と職
業性ストレス簡易調査票（第 2章）の概要を解説し，ストレスチェック結果の
読み取り方と面談・相談対応の進め方を解説しています（第 3 章）。そのうえ
で，個人ごとにフィードバックされるプロフィールの典型的なパターンを 7種
類挙げ，結果の読み取り方と面接例を提示し（第 4 章），面接対象者のニーズ
に合わせたセルフケアの支援方法を，支援ツールとともに提供しています（第
5章）。ストレスチェックの結果に基づいたセルフケアの支援を，より効果的に
行いたい場合には，ぜひ本体のマニュアルも参照ください。

　本書により，より効果的なセルフケアの支援が提供され，労働者の皆さまが
健康でいきいきと働くことができる一助となれば幸いです。

「ストレスチェック制度による労働者のメンタルヘルス不調の予防と
職場環境改善効果に関する研究」

� 代表研究者：川上憲人（東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野教授）

（「教育研修，ストレスマネジメントの工夫の検討」担当）

� 分担研究者：島津明人（北里大学一般教育部人間科学教育センター教授）
� 研究協力者：種市康太郎（桜美林大学心理・教育学系教授）
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1解説編

ストレスチェック結果の読み取り方

全体評価

　「心身のストレス反応」「仕事のストレス要因（サポート含む）」の二つ
を中心に，全体評価を行います。高ストレス者の選定基準には，「心身
のストレス反応が非常に高い場合」「ストレス反応はやや高い程度だが，
仕事のストレス要因（サポート含む）が非常に高い場合」の二通りがあ
ります。「心身のストレス反応が非常に高い場合」には，「仕事のストレ
ス要因」が高い場合と低い場合があるので，大きくは以下の三通りの結
果が予想されます。

Ａ．「心身のストレス反応が非常に高い」かつ「仕事のストレス要因」
も高い

　仕事のストレス要因の多くが該当し，非常に負担が大きく，心身の不
調も発生し，本人にも自覚がある場合が多いです。ただし，多くの方々
は負担や不調を感じながらも日々働いていらっしゃるので，すぐに専門
医の受診を勧める必要があるかどうかはわかりません。面談・相談対応
のなかで確認する必要があるでしょう。一方，故意に悪く見せかけよう
としている場合もあります（事例７を参照）。

Ｂ．「心身のストレス反応が非常に高い」が「仕事のストレス要因」は
低い

　仕事のストレス要因は少ないのに，心身のストレス反応が生じている
場合です。もともと身体疾患があるために，「身体愁訴」を中心に高得

１ ●●

解　説
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点となっていることがあります。この場合，メンタルヘルスには問題が
ないこともあるので，面談・相談対応のなかで身体の健康状態について
確認する必要があります。その他，仕事以外の問題，たとえば家族の問
題などで，心身の不調が生じていることもあります。

Ｃ．「心身のストレス反応はやや高い程度」だが，「仕事のストレス要
因」が非常に高い

　仕事のストレス要因の多くが該当し，非常に負担が大きいのに心身の
不調が顕著ではない場合です。現時点では顕著ではなくても将来悪化す
る可能性があり，予防的な働きかけが必要なことがあります。この場
合，「過酷な状況でも何とか働いているというように読み取れます」な
ど，仕事のストレス要因が高いことを中心に説明すると，肯定されるこ
とが多いです。

各下位尺度の読み取り方

Ａ．仕事のストレス要因
　まず，大まかに読み取りましょう。たとえば，次の三つの基準で読み
取ることができます。

❶全体的に高いか。それともばらつきがあり，部分的に高いか。
❷�仕事の量的な問題か（表 1 の①や③）。それとも，仕事の内容面
の問題か。
❸�負担が大きい（表 1の①～⑤）か。それとも，資源が少ない（表
1の⑥～⑨）か。

　この基準で表 2（４頁）を読み取ると，❶ばらつきがあり部分的に高
い状態で，❷量的な問題よりは，仕事の内容面の問題に関連している可
能性が高いといえます。❸は傾向が見られません。
　一方，「仕事のストレス要因」が少ない部分にも注目しましょう。そ

２ ●●
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3解説編

れらは，良好さを示すサインと考えることもできます。特に，仕事の資
源（⑥～⑨）は，本人の対処にとってプラスになる要因です。
　なお，各下位尺度は，項目内容を見ながら状況を推測する程度にとど
めておくのがよいでしょう。特に，仕事のストレス要因については，単

表 1　職業性ストレス簡易調査票の尺度の説明（川上，2012 を一部修正）

グループ 尺度名 説明 項目例

仕
事
の
ス
ト
レ
ス
要
因

①心理的な仕事
の負担（量）

仕事の量が多いことや，時間内に仕事
を処理しきれないことによる，業務負
担のこと。

非常にたくさんの仕事を
しなければならない。

②心理的な仕事
の負担（質）

仕事で求められる注意集中の程度，知
識，技術の高さなど，質的な業務負担
のこと。

かなり注意を集中する必
要がある。

③自覚的な身体
的負担度

仕事でからだを動かす必要があるな
ど，身体的な業務負担のこと。

からだを大変よく使う仕
事だ。

④職場の対人関
係でのストレ
ス

部署内での意見の相違，あるいは部署
間の対立など，対人関係に関する負担
のこと。

私の職場の雰囲気は友好
的である。

⑤職場環境によ
るストレス

騒音，照明，温度，換気などの物理的
な職場環境の問題による負担のこと。

私の職場の作業環境（騒
音，照明，温度，換気な
ど）は良くない。

⑥仕事のコント
ロール度

仕事の内容，予定，手順などを，自分
で決められる程度のこと。仕事の負担
の高い状況とコントロール度の低い状
況とが重なると，ストレス度が高くな
る。

自分で仕事の順番・やり
方を決めることができる。

⑦技能の活用度 持っている技術，知識，技能，資格な
どが仕事で活用されていること。

自分の技能や知識を仕事
で使うことが少ない。

⑧仕事の適性度 仕事の内容が自分に向いている，合っ
ていること。

仕事の内容は自分に合っ
ている。

⑨働きがい 仕事の意義が認識でき，働きがいを感
じていること。

働きがいのある仕事だ。
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表 2　表形式のプロフィール表示例

【ストレスの原因と考えられる因子】
低い／
少ない

やや低い
／少ない

普通 やや高い
／多い

高い／
多い

心理的な仕事の負担（量） ○
心理的な仕事の負担（質） ○
自覚的な身体的負担度 ○

職場の対人関係でのストレス ○
職場環境によるストレス ○
仕事のコントロール度★ ○
あなたの技能の活用度★ ○

あなたが感じている仕事の適性度★ ○
働きがい★ ○

【ストレスによっておこる心身の反応】

活気★ ○
イライラ感 ○
疲労感 ○
不安感 ○

抑うつ感 ○
身体愁訴 ○

【ストレス反応に影響を与える他の因子】

上司からのサポート★ ○
同僚からのサポート★ ○

家族や友人からのサポート★ ○
仕事や生活の満足度★ ○

　　Ａ　　殿

社員№　○　
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5解説編

一項目の下位尺度もあります。たとえば「働きがい」の下位尺度は，「働
きがいのある仕事だ」という項目のみで評価しています。「『働きがい』
という言葉にはピンとこないけど，仕事は面白いですよ」と言われる場
合もあるので，うがった解釈や決めつけは控えるべきでしょう。

Ｂ．心身のストレス反応
　心身のストレス反応は下位尺度間に相関関係があるので，まずは，全
体に高いかどうかを大まかに読み取るとよいでしょう。
　下位尺度では，「活気」とその他の尺度とは，内容が反対です。「活気」
が低い場合，「不調はないがやる気もない」など，あまり積極的に仕事
に取り組めていない可能性があります。
　「身体愁訴」だけが身体的側面の内容です。ここだけ高い場合，前述
のとおり身体疾患がある可能性があるので，確認が必要です。「身体愁
訴」の下位尺度は項目数が多いため，ここが高いために高ストレス者に
選定されていることがあります。

Ｃ．ストレス反応に影響を与える他の因子
　サポートは「職場での対人関係」や「仕事のコントロール」と関連し，
対人関係や仕事の内容面の問題を表している場合があります。仕事の満
足度は，キャリアなどの問題と関連している可能性があります。家庭生
活の満足度については，職場で家庭の問題を話すのを嫌がる方もいらっ
しゃるので，本人が話すのを待つ程度にとどめておくのがよいでしょう。

ストレスチェック結果に基づく面談・相談対応の進め方

　ストレスチェック結果に基づく相談対応のフローを，図 1にまとめま
した。このフローに沿って，各段階の内容を説明します。
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連絡理由の確認

　ストレスチェック制度において，ストレスチェック結果を用いた面接
が行われる場面は，第一に，高ストレスと判断された者が希望した場合
に行われる面接指導です。これは，医師によるものとされているので，
医師以外は担当できません。
　一方，医師以外の実施者や，その他の産業保健スタッフが行うことが
できる面談・相談対応には，以下のものがあります。医師による面接指
導と異なることから，以下ではこれらを面談・相談対応と呼びます。労
働者から連絡があったときに，以下のどの対応を求めて来所するかを確
認しておく必要があります。

面談・相談対応の種類
a補足的面談 ─ 実施者による高ストレス者の選定において，実施
者の指名および指示のもと，労働者に補足的に面談を行う。
b高ストレス者の相談対応 ─ 高ストレス者のうち，産業医との面

１ ●●

図 1　相談対応のフローチャート

医師面接を
希望する？　しない？

労働者からの連絡

連絡理由の確認・来所予約

事前準備

挨拶・オリエンテーション

結果の説明・聞き取り

する

医師面接

しない

終了時の対応

134



7解説編

接を希望しない社員に対して，高ストレス状態で放置されないよ
うにするなど適切な対応を行う観点から，産業医等と連携しつつ
相談対応を行う。
c自発相談 ─ 高ストレスではないが，ストレスチェック結果を契
機として，自発的に相談を希望した社員に対して相談対応を行う。

　なお，以下に挙げる事例は，主にbcの相談対応の場合を想定して書
かれています。

事前準備

　面談・相談対応の予約が入ったら，事前に得られる個人情報を，可能
な範囲で把握しておくとよいでしょう。

❶所属部署，年齢，性別などの基本的な属性
❷雇用形態，職種，職位，勤務年数，学歴などの人事情報
❸労働時間に関する情報

　これらの情報は人事・労務担当者から得られることもあれば，立場や
経緯上，ほとんど得られない状態で始めなければならないこともあります。

挨拶・オリエンテーション

　面談・相談対象者が来所されたら挨拶をし，自分の立場を説明しま
す。次に相手の名前を確認します。まれに，相談時間を間違えて来所す
る方がいらっしゃるためです。引き続き，個人情報の保護について伝え
ます。その他，設定した時間についての確認も行います。
　この時点で，説明を始める前に何か質問はないか確認します。する
と，「このストレスチェックって，結局，社長には裏で伝わっちゃうん
でしょう？」というような疑問が出されることがあります。この疑問
は，本人が最も気にしていることに関連することが多いです。ここでは

２ ●●

３ ●●
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急いで進まずにていねいに説明すると，安心してもらいやすいでしょう。

ストレスチェック結果の説明

　ストレスチェック結果の説明に移ります。個人のストレスチェック結
果の説明の前に，ストレスチェックおよび職業性ストレス簡易調査票に
ついての説明を行ったほうがよいでしょう。

ストレスチェック結果の各要因の説明

　全体の説明を終えたら，各要因の説明に移ります。

各要因の説明
　各要因の説明で大切なことは，最初は全体的に大まかに説明して，細か
い説明は後回しにするということです。表 2を見せながら，「こういう内容
なのですが，実際はどうですか？」と本人の話を聞いてみるとよいでしょう。
　大切なことは，ストレス調査票の結果は，本人の話を聞くきっかけと
して用いるということです。たとえば，「『仕事の量』というより，『時間
に常に追われている』って感じのほうが近い」と，本人なりの言葉で説
明されることがあります。この場合，本人の言葉を用いて，さらに具体
的に話を聞きます。各下位尺度の結果について，「答え合わせ」をする
かのように機械的に質問を繰り返すことは避けるべきでしょう。また，
本人の話と調査票の結果とに，若干の矛盾が生じることがあります。こ
れについては，わざわざ確認しないでおいたほうが本人も話しやすく，
結局は本人の理解につながることが多いです。
　「心身のストレス反応」「ストレス反応に影響を与える他の因子」につ
いても，説明の仕方は同様です。「仕事のストレス要因」と「心身のスト
レス反応」のどちらを先に説明するかは，説明しやすいと思うほうでか
まいません。
　相談対応の場合，すべての説明ができなくても，本人の相談したい内

４ ●●

５ ●●
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9解説編

容について話してもらったほうがよいでしょう。

聞き取りに基づく対応

Ａ．聞き取り後の対応
　聞き取り後の対応は，a補足的面談の場合と，b相談対応の場合とで
異なります。
a補足的面談の場合
　補足的面談の場合，今回聞き取った内容をまとめて報告します。医師
は高ストレス者の選定を行います。高ストレスと判断された人が面接を
希望した場合には医師面接に進みます。希望しなかった場合は，ここで
終了となります。
b相談対応の場合
　聞き取り後，今回の相談内容と話し合ったことをまとめます。そのう
えで，本人にとっての課題を明確にし，それに合ったセルフケアの方法
を提案します。継続の相談を希望した場合は，次回の相談予約を入れま
す。希望しなかった場合はここで終了となります。

Ｂ．終了時の対応
　面談・相談対応の結果，継続的な対応を希望しないことがあります。
その場合，必要なときにはいつでも相談対応を行うことを告げ，連絡先
を伝えます。連絡先をすぐに渡せるように，連絡先が記載された資料や
リーフレットなどを用意しておくとよいでしょう。

６ ●●
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事例情報

　Ａさん。41 歳，男性。建材メーカーの工場，開発課課長。

Ａさんのプロフィール表

【ストレスの原因と考えられる因子】
低い／
少ない

やや低い
／少ない

普通 やや高い
／多い

高い／
多い

心理的な仕事の負担（量） ○
心理的な仕事の負担（質） ○
自覚的な身体的負担度 ○

職場の対人関係でのストレス ○
職場環境によるストレス ○
仕事のコントロール度★ ○
あなたの技能の活用度★ ○

あなたが感じている仕事の適性度★ ○
働きがい★ ○

【ストレスによっておこる心身の反応】
活気★ ○

イライラ感 ○
疲労感 ○
不安感 ○
抑うつ感 ○
身体愁訴 ○

【ストレス反応に影響を与える他の因子】
上司からのサポート★ ○
同僚からのサポート★ ○

家族や友人からのサポート★ ○
仕事や生活の満足度★ ○

　　Ａ　　殿
社員№　1　

量的負担が主なストレッサーとなっている例
事例 1
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11事例１　量的負担が主なストレッサーとなっている例

ストレスチェック結果の読み取り

　主なストレス要因は仕事の量的負担にあり，仕事の進め方や仕事の量
について，自分の裁量がないと感じています。また，自分の技能も十分
には活かされておらず，適性や働きがいも感じにくくなっています。
　ストレスによる心身の反応としては，活気に乏しく，イライラ感・疲
労感・不安感が高まっており，身体にもその影響が現れています。おそ
らく，仕事の量が過重で忙しいために疲弊した状態であり，活気が失わ
れ，不安感が高まっていると考えられます。また，仕事の裁量が与えら
れていないと感じており，イライラ感が高まっているようです。
　上司や同僚からのサポートは十分でないと感じており，満足度もやや
低くなっていますが，家族や友人からのサポートはまずまずと自覚され
ているため，今後のストレス対処のリソースになる可能性があります。

面接のポイント

●�抑うつ感以外のストレス反応はすべて高い結果となっており，慢性的
な疲弊状態が疑われます。いつ頃から症状を自覚しはじめ，どの程度
持続しているのかを確認します。

●�仕事の量的負担が高く，裁量権が低い状況に置かれています。労働時
間，仕事の内容，難易度を含めた就業状況を確認します。

●�上司や同僚のサポートが低いようです。職場内の人間関係，特に困っ
たときにサポートを求めたり，相談できる上司や同僚がいるのか，い
る場合でもサポートを求めにくい状況に陥っていないか確認します。

●�本人の行動パターンにも注意します。①完璧主義で必要以上の仕事を
自分で作り出していないか，②上司や同僚にサポートを求める「援助
希求スキル」が不足していないか，③過剰な仕事を上手に断る「ア
サーティブスキル」が不足し，一人で仕事を抱え込んでいないか，な
どに注目します。
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事例情報

　Ｂさん。30 歳，女性。未婚，ひとり暮らし。大学卒業後，IT企業に入社，
勤続 8年。システムエンジニア（SE）として，システム開発業務を担当。

Ｂさんのプロフィール表

【ストレスの原因と考えられる因子】
低い／
少ない

やや低い
／少ない

普通 やや高い
／多い

高い／
多い

心理的な仕事の負担（量） ○
心理的な仕事の負担（質） ○
自覚的な身体的負担度 ○

職場の対人関係でのストレス ○
職場環境によるストレス ○
仕事のコントロール度★ ○
あなたの技能の活用度★ ○

あなたが感じている仕事の適性度★ ○
働きがい★ ○

【ストレスによっておこる心身の反応】
活気★ ○

イライラ感 ○
疲労感 ○
不安感 ○
抑うつ感 ○
身体愁訴 ○

【ストレス反応に影響を与える他の因子】
上司からのサポート★ ○
同僚からのサポート★ ○

家族や友人からのサポート★ ○
仕事や生活の満足度★ ○

　　Ｂ　　殿
社員№　2　

質的負担が主なストレッサーとなっている例
事例 2
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13事例２　質的負担が主なストレッサーとなっている例

ストレスチェック結果の読み取り

　「仕事の質的負担」は，集中力や高度な技術や知識が必要とされるな
ど，認知面への負荷の高さを意味しています。この事例では，仕事の質
的負担が顕著に高いことに加えて量的負担も高い傾向があり，仕事によ
る負荷が高く，余裕がない状態と考えられます。
　ストレス反応については，抑うつ感は高くないものの，緊張・不安の
高い様子がうかがわれます。
　職場内のサポートは少ない傾向にありますが，家族や友人からのサ
ポートはある程度有しているようです。職場でのサポート不足を職場以
外で補っているのかもしれません。

面接のポイント

●�仕事の質的負担が高く，主観的な適性度もやや低いことから，自分の
資質や能力では対処しきれない事態に直面していないか確認します。
自分の能力を過小評価している可能性も念頭に置いておく必要がある
でしょう。

●�量的負担がやや高く，上司・同僚の支援もやや低いことから，仕事を
一人で抱えこみ，負担を大きくしている可能性もあります。上司や同
僚とコミュニケーションをとりながら仕事が進められているか確認し
ます。

●�ストレス反応は顕著に高くはないものの，活気が低く不安感が高い状
態です。仕事に自信が持てず，ものごとを否定的にとらえたり，一人
で責任を背負い込む傾向がないか確認します。

●�ただし，疲労や身体愁訴もやや高い状態にあることから，慢性的な疲
労状態にないか確認します。睡眠の様子（入眠，中途覚醒，早朝覚醒，
日中の眠気），食欲などの生活リズムについても必ず確認しておきま
しょう。

141



14

事例情報

　Ｃさん。27 歳，女性。メーカー勤務。

Ｃさんのプロフィール表

【ストレスの原因と考えられる因子】
低い／
少ない

やや低い
／少ない

普通 やや高い
／多い

高い／
多い

心理的な仕事の負担（量） ○
心理的な仕事の負担（質） ○
自覚的な身体的負担度 ○

職場の対人関係でのストレス ○
職場環境によるストレス ○
仕事のコントロール度★ ○
あなたの技能の活用度★ ○

あなたが感じている仕事の適性度★ ○
働きがい★ ○

【ストレスによっておこる心身の反応】
活気★ ○

イライラ感 ○
疲労感 ○
不安感 ○
抑うつ感 ○
身体愁訴 ○

【ストレス反応に影響を与える他の因子】
上司からのサポート★ ○
同僚からのサポート★ ○

家族や友人からのサポート★ ○
仕事や生活の満足度★ ○

　　Ｃ　　殿
社員№　3　

人間関係が主なストレッサーとなっている例
事例 3
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15事例３　人間関係が主なストレッサーとなっている例

ストレスチェック結果の読み取り

　「心理的な仕事の負担（量）」や「心理的な仕事の負担（質）」は普通程
度ですが，「仕事の適性度」や「技能の活用度」「働きがい」が低い点が
特徴です。自分の適性に見合った仕事や技能が活かせるような仕事が付
与されず，張り合いのない生活を送っていることが推察されます。
　ストレス反応は全般的に高めですが，特に不安・抑うつを中心とした
心理面でのストレス反応が高い状態です。慢性的なストレス状態にある
と推察されます。
　上司・同僚からのサポートも低いようです。職場の対人関係でのスト
レスも強く感じていることを考慮すると，職場での対人関係がストレス
要因になっている可能性があります。また，家族や友人からのサポート
も低く，孤立無援の状況に陥っている可能性もあります。

面接のポイント

●�職場の人間関係で何らかの問題を抱えている可能性を念頭に置いて，
話を聞きましょう。ただし，面接の冒頭から職場の人間関係について
話を聞かれることに，抵抗があるかもしれません。ストレス反応の内
容から話を聞き始めるのがスムーズと思われます。
●�ストレス反応は顕著に高くはないものの，活気が低く不安感が高い状
態です。どんな場面で不安や緊張を強く覚えるのか，丁寧に聞き取り
ましょう。これにより，職場の人間関係の問題を聞き出すことにつな
がります。また，ものごとを否定的にとらえたり，一人で責任を背負
い込む傾向がないかについても確認します。
●�疲労や身体愁訴もやや高い状態にあることから，慢性的な疲労状態に
ないか確認します。睡眠の様子（入眠，中途覚醒，早朝覚醒，日中の
眠気），食欲などの生活リズムについても必ず確認しておきましょう。
●�家族・友人のサポートも低いことから，休日の過ごし方についても聞
き取りをするとよいでしょう。
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16

事例情報

　Ｄさん。35 歳，女性。大手化学メーカーの人事部人材開発課。

Ｄさんのプロフィール表

【ストレスの原因と考えられる因子】
低い／
少ない

やや低い
／少ない

普通 やや高い
／多い

高い／
多い

心理的な仕事の負担（量） ○
心理的な仕事の負担（質） ○
自覚的な身体的負担度 ○

職場の対人関係でのストレス ○
職場環境によるストレス ○
仕事のコントロール度★ ○
あなたの技能の活用度★ ○

あなたが感じている仕事の適性度★ ○
働きがい★ ○

【ストレスによっておこる心身の反応】
活気★ ○

イライラ感 ○
疲労感 ○
不安感 ○

抑うつ感 ○
身体愁訴 ○

【ストレス反応に影響を与える他の因子】
上司からのサポート★ ○
同僚からのサポート★ ○

家族や友人からのサポート★ ○
仕事や生活の満足度★ ○

　　Ｄ　　殿
社員№　4　

キャリアの問題が主なストレッサーとなっている例
事例 4
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17事例４　キャリアの問題が主なストレッサーとなっている例

ストレスチェック結果の読み取り

　「技能の活用度」「仕事の適性度」「働きがい」がいずれも低く，キャリ
アの問題を抱えている可能性があります。また，「職場の対人関係のス
トレス」が高く，「上司からのサポート」「同僚からのサポート」が低い
ことから，職場の対人関係に困難を感じており，職場で相談できずに孤
立している可能性も考えられます。
　ストレス反応では，活気に乏しく疲労感・抑うつ感が高いことから，
キャリアの問題によるストレスが，こころの状態に影響を及ぼしている
可能性が推察されます。
　「仕事や生活の満足度」「家族や友人からのサポート」が低いことか
ら，仕事の問題の他にプライベートの問題を抱えている可能性も考えら
れます。

面接のポイント

●�「技能の活用度」「仕事の適性度」「働きがい」がいずれも低いことか
ら，キャリアの問題を抱えていないか確認します。技能が適切に発揮
されているか，興味・関心・適性に見合った仕事か，働きがいや成長
の機会のある仕事かなどを尋ねます。

●�職場内の人間関係，特に困ったときにサポートを求めたり，相談でき
る上司や同僚がいるのか，いる場合でもサポートを求めにくい状況に
陥っていないか確認します。

●�仕事の問題の他にプライベートの問題を抱えている可能性も念頭に置
いておきましょう。プライベートの問題を直接尋ねることが難しい場
合には，「仕事のことでご家族や友人に相談することはありますか？」
「お休みの日はどのように過ごしていますか？」など，答えやすい質
問から始めるとよいでしょう。
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18

事例情報

　Ｅさん。50 歳，男性。大手製造業の事務部門，課長職。

Ｅさんのプロフィール表

【ストレスの原因と考えられる因子】
低い／
少ない

やや低い
／少ない

普通 やや高い
／多い

高い／
多い

心理的な仕事の負担（量） ○
心理的な仕事の負担（質） ○
自覚的な身体的負担度 ○

職場の対人関係でのストレス ○
職場環境によるストレス ○
仕事のコントロール度★ ○
あなたの技能の活用度★ ○

あなたが感じている仕事の適性度★ ○
働きがい★ ○

【ストレスによっておこる心身の反応】
活気★ ○

イライラ感 ○
疲労感 ○
不安感 ○
抑うつ感 ○
身体愁訴 ○

【ストレス反応に影響を与える他の因子】
上司からのサポート★ ○
同僚からのサポート★ ○

家族や友人からのサポート★ ○
仕事や生活の満足度★ ○

　　Ｅ　　殿
社員№　5　

プライベートの問題が主なストレッサーとなっている例
事例 5
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19事例５　プライベートの問題が主なストレッサーとなっている例

ストレスチェック結果の読み取り

　まず，仕事の量的負担がストレス要因となっていることがうかがえま
す。次に，職場で上司や同僚からのサポートは得られていると答えてい
るにもかかわらず，「職場の対人関係でのストレス」がやや高いことか
ら，部下との関係が良くない可能性が考えられます。
　また，家族や友人からのサポートがほとんど得られていない状況か
ら，職業生活のストレスを和らげる場がないことが考えられます。家族
の理解や共感の乏しさ，気軽に相談できる友人がいないことが，ストレ
ス反応に影響していることも推察されます。
　ストレスによる心身反応はすべて要注意段階にあることから，高スト
レス状態にあることは明確ですが，その背景のアンバランスさが感じら
れ，職業生活とプライベートの両側面から取り組んでいく必要があるこ
とが推測されます。

面接のポイント

●�ストレス反応はすべて要注意段階であることから，何かしらの自覚が
あることは間違いないと思われます。このような場合，ストレス反応
から聞いたほうが話しやすいでしょう。
●�背景に何があるかは，本人の発言を聞かない限りわかりません。「ご
自身ではどのようなことが関係していると思いますか？」とオープン
に質問し，本人の考えや気持ちを聴くことから始めましょう。率直に
お話しされるようなら，傾聴します。
●�「ただただ仕事が忙しいだけで」と，結果から読み取れる内容未満の
ことしか話さないときは，相談者が信頼できる人かを値踏みしている
段階といえます。あまり根掘り葉掘り聞かず，本人が話した内容の範
囲の相談対応を丁寧に進めていくうちに，途中で本当に困っているこ
とを話し出すことがあります。
●�プライベートの問題については，医療機関，社会資源などの紹介や情
報提供が，有効になることがあります。職場の相談室では私的な相談
はできないと思っている場合もあるので，相談できる範囲についても
説明しておくとよいでしょう。
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20

事例情報

　Ｆさん。39 歳，女性。大手食品メーカー子会社の開発部門に所属，部
下を持たない課長職。

Ｆさんのプロフィール表

【ストレスの原因と考えられる因子】
低い／
少ない

やや低い
／少ない

普通 やや高い
／多い

高い／
多い

心理的な仕事の負担（量） ○
心理的な仕事の負担（質） ○
自覚的な身体的負担度 ○

職場の対人関係でのストレス ○
職場環境によるストレス ○
仕事のコントロール度★ ○
あなたの技能の活用度★ ○

あなたが感じている仕事の適性度★ ○
働きがい★ ○

【ストレスによっておこる心身の反応】
活気★ ○

イライラ感 ○
疲労感 ○
不安感 ○

抑うつ感 ○
身体愁訴 ○

【ストレス反応に影響を与える他の因子】
上司からのサポート★ ○
同僚からのサポート★ ○

家族や友人からのサポート★ ○
仕事や生活の満足度★ ○

　　Ｆ　　殿
社員№　6　

ライフイベントが主なストレッサーとなっている例
事例 6
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21事例６　ライフイベントが主なストレッサーとなっている例

ストレスチェック結果の読み取り

　仕事そのものの負担感が強く，かつ仕事のやりにくさを感じているこ
とがうかがわれます。特に，Fさんが課長職にあることを考えると，仕
事のやりにくさは，実際には非常に強い可能性もあるかもしれません。
また，ストレスによる心身の反応は非常に強い状態です。
　一方で，職場の対人関係のストレスは低く，技能の活用度や仕事の適
性度，働きがいなど，仕事における「資源」として考えられている側面
はある程度保たれていることも，重要なポイントでしょう。上司からの
サポートもあり，その他のサポートや満足度もあることから，ストレス
対処を考えるにあたっては，これらの資源の活用について話し合うこと
も有効だと考えられます。

面接のポイント

●�仕事そのものの負担感が強いこと，ストレスによる心身の反応は非常
に強いことから，これらの内容の確認から始めるとよいでしょう。慢
性的な仕事の負担だけでなく，ライフイベント（生活出来事）の影響
がかかわっている可能性も考えられます。
●�ライフイベント（生活出来事）の場合，それらの発生時期や，それに
伴う変化を整理しながら聞き取りをすることで，本人が気持ちを落ち
着けることにつながる場合があります。また，ライフイベント（生活
出来事）に伴って，考え方に変化が生じていることもあります。そこ
で，イベントの内容だけでなく，それに伴う気持ちや考えも質問する
とよいでしょう。
●�ライフイベントが生じている場合でも，ストレスチェックの結果に良
好な部分が残っていることにも留意が必要です。これらの点は，貴重
な資源として評価できると考えられます。このような資源や，これま
でにうまく対処できてきたことについて振り返ることで，本人が自信
を回復することがあります。現実に沿った対応策を検討するととも
に，本人の持つ資源を確認し，最大限活用する方向で考えるとよいで
しょう。
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22

事例情報

　Ｇさん。38 歳，男性。大手電機メーカーの購買部，主任。

Ｇさんのプロフィール表

【ストレスの原因と考えられる因子】
低い／
少ない

やや低い
／少ない

普通 やや高い
／多い

高い／
多い

心理的な仕事の負担（量） ○
心理的な仕事の負担（質） ○
自覚的な身体的負担度 ○

職場の対人関係でのストレス ○
職場環境によるストレス ○
仕事のコントロール度★ ○
あなたの技能の活用度★ ○

あなたが感じている仕事の適性度★ ○
働きがい★ ○

【ストレスによっておこる心身の反応】
活気★ ○

イライラ感 ○
疲労感 ○
不安感 ○

抑うつ感 ○
身体愁訴 ○

【ストレス反応に影響を与える他の因子】
上司からのサポート★ ○
同僚からのサポート★ ○

家族や友人からのサポート★ ○
仕事や生活の満足度★ ○

　　Ｇ　　殿
社員№　7　

故意に悪く見せかけようとしていることが疑われる例
事例 7
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23事例７　故意に悪く見せかけようとしていることが疑われる例

ストレスチェック結果の読み取り

　ストレスの原因因子５つ，ストレスによる心身の反応５つ，上司から
のサポートと 11 個の項目が要注意段階にあり，極端に悪い状態である
可能性が考えられます。
　一方，これらは，故意に悪く見せかけた結果であるかもしれません。
この場合，相談のきっかけが欲しいためにこのような回答をした場合
と，ストレスチェック制度をうまく利用して，状況の改善を図ろうとし
ている可能性が考えられます。

面接のポイント

●�このような極端な結果が生じる場合，本人が伝えたいこと，話したい
ことが強くある可能性が高いです。冒頭からその内容を明らかにする
場合もありますが，はじめはただ説明を聞いているだけで話さない場
合もあります。説明を進めながら，慎重に本人が話をするのを待つと
よいでしょう。
●�このような場合，職場状況や他者を酷評することがあります。実際の
状況がそこまでひどくないとわかる場合であっても否定せず，「○○
さんにとっては，～に腹が立ってしょうがないのですね」と，共感的
に話を聴き，本人の状況認識や感情を理解するように努めることが大
切です。感情的になっている場合は，周りの理解も得られず，孤立し
ている可能性も高いので，まずは話を聴くだけでも気持ちが落ち着く
ことがあります。
●�そのうえで，「いつも怒っている状態では，○○さん自身の能力が十
分に発揮できないでしょう」として，状況の整理と対処の仕方を検討
するための相談につなげるとよいでしょう。
●�ストレスチェックを利用しようとしている場合には，制度について誤
解があるかもしれません（たとえば，医師に希望を言えば，異動させ
てもらえるなど）。はじめに丁寧に制度の説明を行う必要があるで
しょう。
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平成 27年～29年度厚生労働科学研究費補助金労働安全衛生総合研究事業 

「ストレスチェック制度による労働者のメンタルヘルス不調の予防と職場環境改善効果に関する研究」 

（H27-労働-一般-004）主任：川上憲人）分担研究総括報告書 

 

ストレスチェック制度の課題の抽出に関する研究および 

ストレスチェック制度を利用した職場環境改善スタートのための手引きの作成 

研究分担者 小田切 優子 東京医科大学公衆衛生学分野 講師 

 

本分担研究では、平成 27年度、28年度に産業保健スタッフ等からの意見聴取に基づきストレスチェッ

ク制度の課題の抽出を行った。その結果、多くの事業場でストレスチェック後の職場環境改善を課題とし

ていることが明らかになったことから、「ストレスチェック制度を利用した職場環境改善スタートのため

の手引き」を作成することを最終年度の目的とした。 

ストレスチェック制度のスタート直後の平成 27 年度においては、産業保健スタッフ等を対象としたイ

ンタビューを行って、事業場が直面する運用上の課題について情報を収集した。メンタルヘルス対策とし

て健康管理室主導で実施されてきたストレス調査が良好に機能していたにもかかわらず、回答の秘匿性な

どを心配して受検率が下がる可能性、必要な労働者が必ずしも医師による面談を希望しないことにより健

康管理室からアクセスしにくくなる恐れが指摘されていた。また、社会保険労務士によると、従業員 50

人未満の事業場ではストレスチェックに関心をもっている事業場はほとんどなく、50人以上の事業場でも

平常時の復職面談や健診事後措置に産業医が手いっぱいであるとのことで、ストレスチェック制度をもっ

て中小規模事業場にメンタルヘルス対策を浸透させていくためには課題が大きいと思われた。平成 28 年

度は、スタートから 1年となる平成 28年 11月の時点で、多様な企業の産業保健スタッフ、人事労務担当

者等を対象にワールドカフェ形式の意見交換会を開催し、ストレスチェック制度の課題と工夫についての

情報を収集した。課題として５つ、①ストレスチェックの実施および実施体制の課題、②調査票の技術的

な不明点、③受検率・医師の申し出率の低さ、④集団分析・職場環境改善の課題、⑤ストレスチェック制

度の効果が不明なこと、工夫として５つ、①体制づくりの工夫、特に制度の理解と周知、②ストレスチェ

ックの実施の工夫、③面接指導への導入の工夫、④職場環境改善の工夫、⑤ストレスチェック制度を自社

のものにする、にまとめられた。平成 29年度は、平成 27、28年度の研究の結果から、職場環境改善の重

要性は認識しているもののなかなか実施できていない事業場が多く、課題として挙げていたことから、ス

トレスチェックの実施から職場環境改善へのハードルを低くする一助となることを目的に、手引きの作成

を行った。「いきいき職場づくりファシリテータ研修」において、ストレスチェックの実施や集団分析の

活用方法等に関する課題や工夫している点、職場環境改善の進め方（つなぎ方）について意見交換の時間

を設け、情報を収集した。ストレスチェック制度から職場環境改善の実施までを労働安全衛生の PDCA で

整理し、手引きの骨子とした。PDCAの各段階で何をすると良いのか、To Doとして示しチェックをいれる

形式とし、各段階での課題とそれを克服するための工夫を紹介した。また、産業保健スタッフや社会保険

労務士、EAP機関の担当者にインタビューを実施し、情報と良好事例を手引きに盛り込んだ。産業保健の

実務経験者の会で、手引き案に対する意見や提案を頂戴する機会を得て必要な修正を行い最終版とした。

メンタルヘルス対策に対する経営層の理解とリーダーシップ、等、重要なポイントが分かりやすい形を心

掛けた。手引きが広く用いられることを期待するとともに、今後も良好事例を収集し、さらに活用しやす

い手引きに改訂していく必要がある。 
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浅井裕美（東京大学大学院医学系研究科） 

今村幸太郎（東京大学大学院医学系研究科） 

渡辺和宏（東京大学大学院医学系研究科） 
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関谷裕希（東京大学大学院医学系研究科） 

吉川悦子（日本赤十字看護大学） 

湯淺晶子（日本赤十字看護大学） 

竹内由利子（公益財団法人大原記念労働科学研究

所） 

佐野友美（公益財団法人大原記念労働科学研究所） 

平松利麻（トラヴェシア社会保険労務士事務所） 

篠原耕一（合資会社京都労務トラスト） 

徳永京子（合同会社チームヒューマン） 

主任研究者：川上憲人（東京大学大学院医学系研

究科） 

分担研究者：吉川徹（独立行政法人労働安全衛生

総合研究所上席研究員）  

 

Ａ.研究背景および目的 

事業場におけるメンタルヘルス関連疾患による

休職者の増加や精神障害による労災認定件数の増

加等、メンタルヘルス対策の重要性が益々高まっ

ていることをうけて、一次予防を主目的としたス

トレスチェック制度が始まることとなった。制度

開始直後は、実際にストレスチェックを事業場で

実施するにあたり様々な困難点や課題が生じてく

ることが予想された。そこで本分担研究では、産

業保健スタッフ等からの意見聴取を行ってストレ

スチェック制度の運用上の課題を明らかにするこ

とを目的とし、平成 27年度、平成 28年度の研究

を行った。その結果、ストレスチェック実施後に

集団分析結果等を活用するなどして職場環境改善

に取り組んでいる事業場はまだ少なく、事業場と

しても課題として考えていることが明らかとなっ

た。このため、「ストレスチェック制度を利用した

職場環境改善スタートのための手引き」を作成す

ることを最終年度の平成 29年度の目的とした。 

 

Ｂ.研究方法 

平成27年度は事業場が異なる3名の産業保健ス

タッフ（産業医 2名、保健師 1名）を対象にイン

タビューを実施し、制度開始までのメンタルヘル

ス対策の実施状況、ストレスチェック制度の社内

における実施体制の整備状況等について情報を得

た。また社会保険労務士 2名から、中小規模事業

場から聞かれるストレスチェック制度に関する問

い合わせや疑問点に関する情報を得た。 

平成28年度は制度が開始してから約1年の平成

28年 11月 22日に、多様な企業の産業保健スタッ

フ、人事労務担当者等を対象にワールドカフェ形

式の『ストレスチェックで困ったこと、その改善

のために必要なこと』をテーマとした意見交換会

を実施し、ストレスチェック制度を実施した経験、

特にその課題と工夫を収集した。参加者は WEB等

で募集し、47社、50名から申し込みがあった。意

見交換会の実施後の内容を検討したところ、厚生

労働省の推奨する職業性ストレス簡易調査票の欠

損値の扱いなど運用上の疑問点も挙げられていた

ことから、ストレス調査票の処理に係る業者複数

から情報を得ると同時に、これまでの東京医科大

学公衆衛生学分野あての問い合わせ事例をまとめ

た。 

平成 29年度は、手引きにストレスチェックの実

施から職場環境改善の着手、実施までのハードル

を低くするための情報が必要なため、平成 28年度

成果を参考にしながら、①職場環境改善のファシ

リテータ研修会参加者によるワーク、②産業保健

スタッフ、社会保険労務士等を対象としたインタ

ビューやストレスチェック制度に関する研究会や

学会等における討論等、から幅広く情報を収集し、

手引きに盛り込むこととした。 

１） 職場環境改善のファシリテータ研修会の実

施 

「参加型アプローチを用いた職場環境改善の手法

をマスターするためのファシリテータ研修会」を

平成 29年 7月 26日に実施した。産業保健スタッ

フ等のメーリングリスト登録者 36 名から参加申

し込みがあった。この研修会の後半で、ストレス
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チェック制度を念頭においた集団分析の活用や職

場環境改善の支援に関して、具体的なすすめ方の

ヒントや工夫点について意見交換する時間を約

60分間設定した。6グループに分かれ、職場分析

の活用方法に関する工夫や課題、および職場環境

改善の進め方（つなぎ方）について、ポストイッ

トを用いて各参加者に書き出してもらい、KJ法に

て出された課題と工夫を整理してもらった。後日、

分担研究者と研究協力者が全 6グループの課題と

工夫について概観し、内容を整理し、手引きのた

めの骨子を検討した。 

２） 学会、研究会からの情報収集や産業保健スタ

ッフ等を対象としたインタビュー調査内容

の手引きへの反映 

産業保健スタッフ等の集まるさんぽ会、各種学

会でのストレスチェック制度に関連するシンポジ

ウムや一般演題での発表や討論で聞かれた職場環

境改善のための課題と工夫、職場環境改善に関す

る良好事例について、手引きに記載した。その際、

詳細な内容が必要と考えた場合は発表者に研究へ

の協力を依頼し、インタビューを行ったり資料の

提供をうけ、許可を得て手引きに有用な情報とし

て掲載した。またストレスチェックの実務をサポ

ートする EAP機関 2社に、依頼企業における職場

環境改善の実情等について尋ね、情報を得た。 

３）手引き案に対する意見聴取 

産業保健スタッフ、人事労務担当者等のメーリ

ングリストを用いて、本手引き案に対して意見を

頂戴する会を平成 29年 12月 17日に実施し、必要

な修正を行って手引きとした。 

なお、インタビューの対象者に対しては、研究

の目的と企業や事業場の名称、回答者名は明らか

にしない形で報告書に掲載すること等を含む、研

究の方法について口頭と文書で説明して同意書を

取得した。本分担研究は東京医科大学医学部倫理

委員会の承認を得て実施した(承認番号 3219)。 

 

Ｃ.研究結果 

①平成 27年度研究結果について 

平成 27年度の研究は、ストレスチェック制度開

始から 1年が経過していない時点のインタビュー

内容によるものであった。ストレス調査をすでに

実施していた企業では、実施主体が事業者となる

ことで情報の秘匿性を心配して受験率が下がるの

ではないかという懸念や、高ストレス者で医師に

よる面談を希望しない人に対するアプローチの方

法をどうするかといった懸念が報告されていたが、

産業保健スタッフが人事部門とも連携し、従来か

ら行ってきていた産業保健の枠組みで労働者の主

体的な相談に対する対応を継続したことで、平成

28 年度以降も大きな混乱はなく実施が継続され

ている状況である。社会保険労務士のインタビュ

ーでは、従業員数が 50人未満の事業場では、スト

レスチェックに関心を持っている事業場はほぼ皆

無で、制度の存在自体を知らない事業場も多いと

のことであった。 

②平成 28年度研究結果について 

ワールドカフェ形式の意見交換会では、ストレ

スチェック制度の運用に関連する多くの課題と工

夫が報告された。 

課題としては、①ストレスチェックの実施およ

び実施体制の課題、②ストレスチェック調査票の

技術的な不明点、③受検率・医師面接申し出率の

低さ、④集団分析・職場環境改善の課題、⑤スト

レスチェック制度の効果が不明なこと、であった。

このうち、特に④集団分析・小場環境改善の課題

として挙げられた事柄は、平成 29年度研究での手

引き作成においても参考となった。具体的には、

多忙だったり、色々な条件ですべての職場での職

場環境改善の実施は難しいとの意見が管理監督者

からあったこと、仕事のストレス判定図で所見が

はっきり出にくいとの報告があり、これには集計

単位を小規模にすると結果が出やすいとの意見が

あり、手引きの記述に反映させた。②ストレスチ

ェック調査票の技術的不明点については、マーク

シートで回答漏れがあった場合に欠損値をどう処

理するか決められていないので対応に困った、東

京医科大学のプログラムと厚生労働省のプログラ

ムで結果が異なるという意見があった。後者につ

いては、仕事のストレス判定図に用いるエクセル

157



関数の違いによることが判明し、両者の統一をは

かることになった。回答漏れの問題については、

東京医科大学公衆衛生学分野で提供してきた結果

出力プログラムでは、未回答の項目があると当該

項目の含まれる尺度は計算されず、結果、該当す

る尺度のグラフには値がないので○が付かない形

となる。業者の中には、ストレスチェック制度開

始後、高ストレス者判定の必要性が生じたため、

未回答項目があって判定ができないという不便が

生じることから何か値を代入し、なるべく判定を

できるようにしようという対応がなされているこ

とが予想された。本来、正確を期すためには高ス

トレス判定に必要な尺度に未回答があった場合は

判定ができないと判断されるのが定石と考えられ

る。この件に関して、ストレス調査票の処理を行

っている業者や団体にどのような取り扱いをして

いるのか尋ねたところ表１のような様々な回答が

あった（表１）。 

 

表１．未回答項目に対するストレス調査票処理サ

ービス機関の扱い例 

・1項目でも未回答があれば企業の担当者を介して

再記入を依頼、それでも未記入だった場合は当該

尺度について計算せず高ストレス者判定は不能と

する。 

・３項目で構成される尺度について、2項目に回答

があれば回答のあった項目の平均点を算出して未

回答 1項目の値として代入する。 

・３項目で構成される尺度について、2項目に回答

があれば合計点を算出して 3/2 倍し尺度得点とす

る。抑うつ感については 4 項目まで回答があった

場合に 6/（回答項目数）、身体愁訴については 8項

目まで回答があった場合に 11/（回答項目数）を回

答のあった項目の合計点に掛ける 

・未回答項目に「２」を代用値として使用する。

全体で５問以上未回答の場合は高ストレス判定も

ストレスプロフィールも「判定不能」というフィ

ードバックのみ行う。（計算できる尺度について

もグラフは作成しない） 

・未回答項目にて最も高（多）ストレスとなる回

答を代入し結果に反映させる。未回答項目数が 6

問以上の場合は返却し再回答を依頼する。 

・未回答項目にて最も高（多）ストレスとなる回

答を代入し結果に反映させる。未回答項目数が 3

問以上の場合は「判定不能」として通知し、結果

報告ならびに集計を無効とする。 

このほか職業性ストレス簡易調査票に関して事務

局あてにこれまで問い合わせの多かった事項を表

２．にまとめた。 

ストレスチェック制度運用上の工夫については、

①体制づくりの工夫、特に制度の理解と周知、②

ストレスチェックの実施の工夫、③面接指導への

導入の工夫、④職場環境改善の工夫、⑤ストレス

チェック制度を自社のものにする、の５つにまと

められた。①体制づくりの工夫、特に制度の理解

と周知、については、社員全員に説明することで

受検率が高まることが実証された例が報告されて

いた。経営者、管理監督者、労働者それぞれの理

解を促す説明会の実施などは重要で、手引きにお

いても周知の重要性を記載した。ストレスチェッ

ク実施前の目的や目標をはっきりさせる、特に、

経営者の理解を得ることが必要という意見も多か

った。④職場環境改善の工夫については、集団分

析の数値のみにこだわらず適切に結果を理解して

職場環境改善につなげられるような理解を促すこ

との重要性を手引きも盛り込んだ。このほか、こ

れまでもストレスチェックを行ってきた中での社

内でのグッドプラクティスを全社展開する、スト

レスチェックという単語があらさがしのようなネ

ガティブな印象を与えていたので、いきいき診断

といったように職場のよいところに目が向くよう

な単語を使用する、といった工夫について手引き

にも記載することとした。 

③平成 29年度研究結果 

１）職場環境改善のファシリテータ研修会の実施 

当日は 35名が参加した。話し合いでまとめられ

た課題を表２に、工夫について表３に示した。こ

れらをもとに行った研究者らの会議において、ス

トレスチェック制度の実施について、PDCAサイク

ルの各ステップに合わせて、課題と工夫を整理す

ることで、手引きの骨子とした。 

２）学会、研究会からの情報収集や産業保健スタ

ッフ等を対象としたインタビュー調査内容の手引

きへの反映 

①さんぽ会における発表と討論、その後のインタ

ビューから得られた情報 

158



「ストレスチェック初年度を終えて～どうやっ

た？どう活用する？」と題した定例会に参加し、

事例の紹介と、困りごと、工夫点、課題を共有す

る目的で行われた討論に参加して、情報を得た４)。

ストレスチェック制度の法制化を機会にストレス

調査を実施することになった企業の保健師からは、

10 か月前から衛生委員会での審議をはじめとす

る事前の準備を行いほぼ自社で作り上げた経緯が

発表された。後日、インタビュー調査への協力を

得て詳細を確認したところによると、当該企業で

は健康に関する施策は組合の意見を聞きながら人

事部門が担当して行ってきており、その際、必ず

組合の意見を聞きながら講和会などもコラボレー

ションして実施してきた経緯があり、ストレスチ

ェック制度をどうやって社員に周知浸透させ納得

して受検してもらえるかについても、衛生委員会

を中心としたその仕組みを活用してプロジェクト

チームを作って対応し、結果として 96.3％の受検

率だったとのことであった。社員への分かりやす

さを重要視すると同時にストレスを知ることが仕

事をしていくうえでプラスに働くことをアピール

したとのことで、これには、2012年に会社のヘル

スポリシーを作成し、グループ会社も含めすべて

の関係する社員が見ることができる電子版ブック

レットを公表していること、現在では健康に関す

るポータルサイトが運用されており、ストレスチ

ェックの主旨や意義についてもそちらに掲載しい

つでも見ることができるようにしているなど、こ

れまでの社内活動が後押ししているようであった。

集団分析については、初年度は分析をしたにとど

まったが、2 年目は結果を各職場にフィードバッ

クし、EAP 機関を活用して管理職研修を実施した

とのことであった。集団分析は 160部署に及んだ

そうだが、管理職研修についての人事部からの連

絡に比較的意識の高い 40 部署から参加申し込み

があったとのことであった。集団分析の結果は管

理職同士が互いの結果を見せ合う姿が見られ、職

業性ストレス簡易調査票において仕事の質の高さ

が問題の部署が多かったことから、各部署でどの

ような対応ができそうか、ワーク形式で検討して

もらいいくつかのアイディアが共有されたとのこ

とであった。EAP 機関の講師は集団分析結果の説

明等に慣れており当該企業としてはありがたかっ

たが、特にワークの際には社員から出される質問

に対する答えが一般的な回答になった場合、社員

が満足感や納得感を得られない様子があり、社風

にあった議論のファシリテートが難しいと感じた

とのことであった。以上の得られた情報から、手

引きには、すでにある会社の仕組みや風土を活用

すること、集団分析結果等の活用やファシリテー

トには EAP機関を利用するという手もあることを

厚生労働省から提案されている EAP機関の選択の

基準のサイトを付して、“工夫”の一例として記載

した。 

 またさんぽ会で事例を発表した、15年以上継続

してストレスチェックを実施している企業からの

情報では４)、開始当初は職場のストレス状況の把

握を目的にしていたが、現在では“活気ある職場

づくり”に主眼を置いてストレスチェックの結果

を利用していること、仕事のストレス判定図に加

えて、より職場環境改善に取り組みやすくするた

め、WIN（メンタルヘルス風土尺度）を取り入れて

良い風土が職場に根付いているかというポジティ

ブな視点を入れていること、経年変化の見えるグ

ラフによる分かりやすいフィードバックを工夫し

ていること、全社でグッドプラクティスの水平展

開を行う等、前向きな活動が生産性の向上にもつ

ながることを理解してもらうことの重要性が強調

されていた。これらの事項は職場環境改善のファ

シリテータ研修会でのワークでも挙げられていた

ことから、集団分析の経年変化を示すこと、職場

環境改善のグッドプラクティス(良好事例)の社内

共有、職場環境改善が生産性の向上に向けての活

動にもなる点を手引きに記載した。 

②産業保健職を対象としたインタビュー調査等か

ら得られた情報 

 某社保健師からは、トップダウンの社風も関係

しているが業種に特徴的な安全を重視する姿勢が

徹底されており、全国の拠点の全所に居る衛生管

理者から事業場内に必要事項を伝達する仕組みが
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あり、これに加えて保健師複数名がエリア担当と

なって５０人未満の支店にも保健師が１年かけて

訪問し顔の見える産業保健活動を行ってきている

結果、ストレスチェック制度の導入もスムーズに

行え、実施後も電話による問い合わせ対応を行っ

て問題意識の共有ができ、各支店で職場環境改善

に取り組む準備ができたことが報告された。この

ような事例は良好事例として、既存の職場環境改

善に関する論文 5)も参考に複数例を手引きに記載

した。 

 また社外から企業を支援している保健師からは、

平易な分かりやすい言葉と例を用いて説明するこ

とでストレスチェック制度を理解してもらうよう

に心がけているとのことで、ストレスチェックを 

“自動車の車検”にみたてた例、ストレスチェッ

クにおける職場環境改善を“雑巾がけの法則”で

説明する例などの紹介をうけ、身近なものに例え

ることでストレスチェック制度と職場環境改善へ

の理解をうながすためにも重要と考え、手引きに

記載した。 

③社会保険労務士を対象としたインタビュー調査

から得られた情報 

 社会保険労務士からは、職場環境改善の支援の

実践活動を行っており、ストレスチェック制度が

義務となっている従業員 50 人以上の事業場にお

いて、ストレスチェック制度が職場の活性化に向

かうための材料になることをまだ知らないこと、

ストレスチェックをただ実施さえすればよいと思

っている経営者も多く、集団分析の結果の良いと

ころや事業場ですでに行っていて成果を上げてい

る良好点をさらに伸ばすことの大切さを説明する

と前向きに取り組むようになること、働き方改革

の流れがあり労働時間の上限規制が叫ばれる中、

企業は人手不足もあって労働生産性をあげる策が

必要であり、効率化、やりがいを高めるような働

き方をするためには前向きな取り組みの重要性を

認識するようになること等を経験しているといこ

とであった。また、経営層に本気でやる気になっ

てもらうことが重要なポイントであることを実感

しており、社長にも講習会に参加してもらうよう

事前の打ち合わせで足を運ぶ際等に、説得してい

るとのことであった。また講習会の中では AI

（Appreciative Inquiry）の手法を用いて自社の

すでに持っているものを掘り起こしエッセンスを

抽出し、経験やエピソードを共有し合って自分達

のものに落とし込む作業を行うようにしており、

次にどのような行動を起こすかを皆で考えること

が職場環境改善の最初のステップになると感じて

いるとのことであった 6)。 

 別の社会保険労務士のインタビューでは、スト

レスチェックの実施にかかわっている 5つの中小

規模事業場について、その会社の背景、実施状況、

結果、およびその結果活用について提示、説明を

うけた。厚生労働省が現時点で推奨しているのは

職業性ストレス簡易調査票 57項目であるが、これ

を新職業性ストレス簡易調査票の 80項目で実施

することで、提供できる情報が格段に多くなり、

また集団分析の結果説明を受ける経営者らも結果

に興味を示し、メンタルヘルス対策の重要性を理

解し前向きに取り組もうとする事業場がほとんど

とのことであった。労務全般についての顧問契約

を結んでいる一つの事業場の社長からは、会社継

続にあたって社員の心身の安全・健康が重要であ

ることは言うまでもないが、会社が生み出す品質

には社員の安全も含まれており、安全衛生活動に

取組むことが大切であることは常々認識していた

ところであったものの具体的な活動は不明瞭で何

をしてよいかわからなかったため、当該社会保険

労務士と契約し、安全衛生活動の“見える化”を

行い、課題や問題点を具体的に挙げ、解決し、記

録し、共有していくことをめざして取組みを始め

たとのことであった。当該事業場は、月１回開催

する委員会で年度初めに作成した安全衛生計画に

ついて、毎月チェックリスト形式で確認、評価し、

改善を図っているが、この活動を行えば行うほど、

問題点が見つかり、実施すべき事項が増えていく

状況であるとのことであった。そのような時期に、

ストレスチェック制度がスタートし、長時間労働

対策等、社員の心身の健康管理にも言及していく

中で、個人および職場の健康状況の“見える化”
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をストレスチェックで行い、その結果を通じて個

人のストレス不調予防及び職場環境改善の必要性

が明確となったと語っていた。普段からすべての

従業員が、何か困ったこと、してほしいことがあ

れば社長に直にメールで訴えてくるような関係性

は保てているが、集団分析結果として“見える化”

されたことは納得することにつながり、良好でな

かった職場の物理的環境（PM2.5の問題）にすぐ

に手をうったとのことであった。この事業場での

職場環境改善は、いざ取り組もう、と改めて意識

して行っている訳ではないが、集団分析の結果を

経営者と管理者が共有すること、対応が可能なこ

とは後に回さずにすぐに実行に移すことの重要性

を示す良好事例であった。これらの情報をもとに、

手引きではできることから少しずつでも対応する

ことの重要性について記載した。また新職業性ス

トレス簡易調査票を用いることで情報量が増え、

特に管理監督者が行う職場環境改善にも有用な情

報が含まれることは研究会 7)、学会等でも発言さ

れていた。厚生労働省が現時点で推奨している 57

項目版で作成できるのは仕事のストレス判定図で

あり、また尺度毎の全国平均との比較などについ

ては一歩進んだ分析となることから、現時点の手

引きに情報を多く盛り込みすぎることは避けたい

と考え、新職業性ストレス簡易調査票の使用も有

用であることを簡潔に紹介する旨の記載にとどめ

た。 

④ストレスチェックの実務をサポートする EAP機

関 2社から得た情報 

ストレスチェックの実施後、集団分析に関する

説明会のニーズは高く、担当者への説明や、部課

長クラスを集めた集団分析の理解するための勉強

会が求められることが多いという。集団分析の結

果を理解することで、職場環境改善についての重

要性の理解には至っているが、職場環境改善に実

際に着手して支援する体制まで求められている状

況ではないとのことであった。 

以上①～④の情報に加え、過去に日本に紹介さ

れた Copenhagen Psychosocial Questionnaireソフト

ガイドライン 8)は、ストレス調査を実施するからに

はその結果を受けて対策を行うべきであること、

など、ストレス調査の実施に関して重要な示唆に

富むものであることから、手引きの中に必要に事

項を盛り込んだ。 

３）手引き案に対する意見聴取 

 主に１）のワークの成果に基づき、２）のイン

タビューから得られた情報を一部途中まで記載し

た状態の手引き案について、産業保健スタッフや

人事労務担当者等より意見を頂戴した。具体的内

容は表３に示した。頂戴した意見から、手引きの

ページの前の方で、重要なポイントを押さえても

らうための記載や集団分析結果の見方を加え、ま

た“工夫”の記載の表現などを修正した。その後、

インタビューから得た情報と参考となる文献から

も良好事例を追加し、手引きを完成させた（添付

資料）。 

 

Ｄ.考察 

ストレスチェック制度の開始にあたり事業場に

対して人的、経費的負担が求められたが、実施さ

れるからには本制度を労働者のメンタルヘルスに

資する制度として運用していく必要がある。その

ためには、制度の目的であるメンタルヘルスの一

次予防のため労働者が働きやすい職場環境となる

よう、必要な職場環境改善が行われていくことが

望まれる。 

産業保健スタッフ等からの意見聴取により多く

の課題とともに様々な工夫も紹介された。手引き

作成の過程で研究会に参加したり産業保健スタッ

フ等を対象としてインタビューを実施する中で、

メンタルヘルス対策に対する経営層の理解とリー

ダーシップがもっとも重要という声が多かった。

事業者、経営層の理解によって、ストレスチェッ

ク制度が企業内で効率よく運用され職場環境改善

への取り組みも進みやすいこと、ストレスチェッ

ク制度を前向きに捉え事業場内で活動が展開しや

すくなるという声も多かった。事業者のメンタル

ヘルス対策に対する方針の表明は、労働者の心の

健康の保持増進のための指針 9)でも重要であるこ

とが述べられており、本手引きでも重要事項とし
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て記載することとした。研修会におけるワークで

は、大きな組織ではストレスチェックをシステマ

ティックに実施しやすいものの、職場環境改善に

着手するための集団分析については結果の提示の

仕方、活用法について、模索しながら経験を積ん

でいる過程であることもうかがえた。企業側とし

ては EAPなど外部機関を活用することも一つの解

決方法であるが、保健師を対象としたインタビュ

ーで聞かれたように、企業や事業場の業種、職種、

風土を支援者が理解していることは重要と思われ

た。職場の実際の問題解決については現場の人間

が行うことになるが、支援者がフォローアップの

形で関りを持ったり、安全衛生委員会や担当者に

報告する仕組みをつくり、うまくいかないときに

相談して一緒に考え、うまくいっていることを一

緒に喜ぶことで、職場環境改善を大きな負担と考

えずに取り組めるようになるという情報が得られ

たが、これが職場環境改善のスタートや PDCAを回

しての継続に重要な点と思われた。 

またストレスチェック、あるいは職場環境改善

という言葉から、よくないところを探す、修正す

るという意識を持つ労働者も多いことが分かり、

まずは職場の良い点に目を向けて、できているこ

とを確認することからスタートすること、新職業

性ストレス簡易調査票等を用いてポジティブな側

面も集団分析に含めることも良案であることが多

くの関係者から聞くことができた。今回の手引き

では、57項目版の職業性ストレス簡易調査票の使

用と集団分析のためには仕事のストレス判定図の

使用を基本とする立場をとったが、今後の手引き

では新職業性ストレス簡易調査票の集団分析の活

用事例も掲載し、理解を広げていければと考えて

いる。 

中小規模事業場のメンタルヘルス対策は、数値

の上ではいまだ十分とは言えない。ストレスチェ

ック制度は現時点で従業員 50 人未満の中小規模

事業場に対しては努力義務となっていることから、

法制度上は必須ではないものの、ストレスチェッ

ク、特に集団分析を行うことによって問題点の“見

える化”ができることから、実施を希望する事業

場があることも明らかとなった。中小規模事業場

だからこそ人材の確保と定着は重要と考えており、

職場環境改善や職場の活性化の良好事例を知り、

また実際に経験することで得るものは大きいと考

えられる。そのような点で、地域産業保健センタ

ー等を中心にストレスチェックの実施から職場環

境改善までがスムーズに進むよう支援できる体制

づくりが重要と考えられる。 

本研究で作成した手引きは、職場環境改善に前

向きに取り組もうとしているあるいは取り組みを

始めている産業保健スタッフ等によるワークで得

られた情報を元に、素案について産業保健スタッ

フ等から意見を頂戴して修正を行った。本手引き

を事業場で使用する期間をとることができず、有

用性については検証できなかった。制度開始から

時間が経過することで事業場での工夫やノウハウ

の蓄積が期待できるとともに、毎年実施すること

によって生じてくる課題もあると思われる。今後

も改良を加え、使いやすくさらに有用な手引きに

していく必要がある。 

 

Ｅ.結論 

産業保健スタッフ等の意見聴取にもとづき、ス

トレスチェック制度の課題について明らかにした。

特に集団分析、職場環境改善を事業場でどのよう

に行うか、が多くの事業場で課題と認識されてお

り、ストレスチェックの実施から職場環境改善へ

の取り組みをすすめやすくすることを目的とした

手引きを作成した。産業保健スタッフ等によるワ

ークやインタビュー、研究会での議論の内容を参

考にしながら作成した。ストレスチェックの実施

を PDCA の流れで説明し、何をすべきか、TODO の

形で示すなど工夫した。今後も改良を加えさらに

有用な手引きにしていく必要がある。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 

 

G.健康危険情報 

なし 
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H.研究発表 

１．論文発表 

吉川徹、小田切優子 集団ごとの集計・分析

結果をどう取り扱う？どう生かす？ 安全

と健康 27-29：18(12),2017 

２．学会発表 

なし 

 

I.知的財産権の出願・登録 

なし 
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表２．職業性ストレス簡易調査票および仕事のストレス判定図に関する問い合わせの多い内容 

・質問項目に関すること 

① 量的負担に関する 1.一生懸命働かなければならない、2.勤務時間中はいつも仕事のことを考えてい

なければならない．は仕事に対するロイヤリティを尋ねているものではなく、仕事の負担に関する設

問であることに注意が必要。 

② 対人関係に関する項目 13．私の部署と他の部署とはうまがあわない．は個人の問題か組織の問題か、

人の問題なのか仕事の問題なのか判断が難しいという意見がある。部署単位として問うており、組織

の問題や仕事の問題であって対個人の問題を問うているわけではない。 

・仕事のストレス判定図に関すること 

男女の構成割合によって判定図を男性用か女性用かどちらを用いるべきか。→男女の構成割合がどの程

度からどちらの性別の判定図を使用すべきかは判断が難しく男女混成職場では男性用を使用することが

一般的。（健康リスク算出のための係数は男性のものが使用されている）この際、女性の量コントロールによ

る健康リスクが高く見積もられ強めに判定されることに注意する。 

（http://mental.m.u-tokyo.ac.jp/jstress/hanteizu/） 

・全国平均（標準集団）の値の背景について 

基準値は調査票開発時から 2005 年までに事務局で収集したデータに基づき男性 15,933 名、女性 8,447

名から算出されたもの。製造業が最も多く 39％、職種は専門技術職が 31％、年代は 30代が最も多く 31％

という背景のデータである。 
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表３．グループワークで出されたストレスチェックの実施、特に集団分析や職場環境改善に関する課題 

A 

  

  

  

数字の独り歩き 人数が少ない 誰にフィードバックするか その他 

幹部社員の結果に対す反

応。 

なぜうちの部は数字が高い

のか？等、数字が独り歩

き・・・？ 

集団分析の人数が少ない

ため、問題点が特定の人

の回答に影響を受ける。

（プライバシーが守られな

い） 

課長・係長・一般へどのよ

うにフィードバックされている

か不明。 

→部署間での温度差 

結果の集計に時間を要す

る（システムの問題） 

本社系と製造系での温度

差 

→製造系は、一般へのフィ

ードバックに抵抗がある 

安全衛生委員会での報

告の仕方 

部長職への説明会では話

が進まない 

会社としては高額をかけて

の調査なので活用していき

たいが対応しきれていな

い。以前からストレスチェッ

クはしていたので個々の対

応がしやすかった。 

  地域での差が出て、「やは

りそうか」と自分たちの捉え

ていることと同じと思っても

らえたが、それをどう改善す

るのか、物理的、年齢層

的に困難にみえる。 

    

  

B 

  

  

  

分析できてない 職場改善の方法 ストレスチェックの実

施時期 

結果の見せ方 誰にどこまで報告す

るか 

職場に人数が少ない

部署は、分析結果が

分からずアクションを

起こせない。 

→検討（今年度） 

分析結果を職種毎

にどう活かすか。 

（間接・製造・開発

部門） 

→アクションを起こす

には？ 

ストレスチェックの時

期 

忙しい所が高得点に

なる。＝一時的？ 

経年変化をどう見せ

報告するか。 

職場ごとの問題点を

どう見ていくか。 

そもそも集団分析ま

で行えていない。 

部門・課・作業単

位？どの階層で行う

か決められてない。 

皆さんどうしています

か？ 

 対策検討会のあり

方。管理職型と従

業員型に分ける？ 

 評価の仕方はどう

する？  

  集団分析結果をフィ

ードバックすると、問

題点に着目しがち。

（2次予防） 

良好事例や改善点

に着目させるための

働きかけが必要。

（１次予防） 

  

  忙しい中どう職場環

境を変えていくか。 
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C 

  

  

課題 管理者の関心 

各階層での情報や

（マネージャー・社員

など）理解の仕方が

違う。 

※どう表現していく

か！ 

支援体制について、

課ごとに結果を出し、

工場長・総務課長に

フィードバックしたがそ

の下に降りていかな

い。 

課長が結果を知らな

い。 

ストレスチェックの結

果、職場分析結果

に課長職が関心を

持たない。 

人事や職場からの

手あげで実施する 

→ 手あげがなけれ

ば実施につながらな

い 

職場環境改善のプ

ロセスとして集団分

析結果を活用しな

いため、評価指標を

何にするか検討が必

要。 

集計結果を活用して

具体的な職場改善

を実施したい。 

       

D 

  

報告の仕方 フィードバックとその後の取り組み その他  

安全衛生委員会

で、各課の分析結

果を人事より報告。 

課題）報告は大事

だが、スコアの悪かっ

た課の課長→責めら

れている気がした。い

たたまれなかった。 

⇒社全体で報告す

る際は、部毎もしくは

事業部毎などで、範

囲を広くする方が良

い。課毎の説明な

ら、その課と社全体

の比較など。 

フィードバック後の職

場での活用方法を

提示できるようにする

必要性。 

 

 

 

 

職場改善：良い点

からすすめる。 

ストレスチェック結

果：問題点・課題

が出る - つなげる

のが難しい  （矛

盾） 

フィードバックまでに

時間がかかる 

 

 

 

 

職場が実務で時間

的ゆとりがない 

 

 

 

社員の環境が短いス

パンで変わるため、ど

のタイミングで改善を

やるのか・・・。 

集団分析の目標値

を問われてうまく答え

られなかった 

 

職場、従業員の数

が多いのに対し、グ

ループワークを支援

するファシリテーター

が足りない 

（推進する健康管

理部門） 

全体統一で進めよう

とするため時間がか

かる 

→スピード感を持って

職場環境改善に取

り組む 

結果が良いと関心が

うすらぐ 

必要性・効果が明

確でないと受け入れ

られない 
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E 

  

  

  

  

準備 返却 活用法 支援 職場改善 

自立活性度調査

等 他の調査物と

の整合性 

  派遣スタッフへの事

後対応 

支援方法が確立さ

れていない 

管理者と従業員とニ

ーズのギャップが生ま

れているような気が

する 

"職場の実態に合っ

ていない集団のくくり

がある。 

他のグループと主に

仕事をしていて職

制が異なるなど 

  法制度として何が正

しいかを医師に確認

しないとならなかった 

 

改善したいと申し出

る職場が少ない 

  

努力義務＝やらな

くてよい、お金も人

手も不要という考え

がある 

  職制に結果をフィー

ドバックしても、活用

方法が職制に任され

ている 

今年は手を挙げた職

場のみ支援の方向。 

高ストレス職場にこ

ちらからアプローチす

る方法は？ 

  

    自職場内では解決・

改善が難しいことも

ある 

    

F 

  

  

  

職場分析の活用 職場環境改善 その他 

部署ごとに仕事の内

容は異なるが、各部

署の人数が１０人

未満が多く、部署別

の分析ができない。

全体での分析結果

をどのように活かした

らよいかわからない。 

通常業務があり、改

善に取り組むための

時間をつくることがで

きない 

 

現在部長面談（90

～120 分）実施

中。選定部署におい

て、課長面談予定。

だが、 

・多忙部署が多すぎ

て、実施困難 

・社風としてトップダウ

ンが浸透している中

で果たしてボトムアッ

プがうまくいくのか 

・派遣や出向が多く

占めている場合どう

するか課題 

同職者での横展開

（改善案が思い浮

かばない） 

 

自職場のみで解決

できない場合も多く、

関連部署への働きか

けが必要同職者で

の横展開（改善案

が思い浮かばない） 

所属長の認識と部

下（職場）の認識

のずれがある場合あ

り。 

他スタッフを気にし

て、本音が出ない。 

定期健康診断との

統合 

ストレスチェックの時

期、閑散期 

中小企業だと専門ス

タッフが社内にいない 

  Ｗｅｂ形式と紙との

併用 
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G 

  

  

計画デザイン・チェッ

ク実施 

フィードバック 改善 

時間がない、忙しい 問題提起自体が管

理者への批判ととら

えられ、部下（本

人）が逆恨みされな

いか？（問題の深

刻化・地下化） 

ともすると「やらされ

感」が生じる 

現場で管理職がや

るときファシリテーショ

ンの技量がわからな

い 

参加型改善をする

時間がわざわざ取れ

ない 

そもそものデザイン 

粒度（どの単位で

調査するか） 

大きいと個人の部門

がわからないし、い

と、どこの誰かわかっ

てしまう 

感度、特異度はどう

だろう？ 

上司へフィードバック

しても何も動かない 

自浄能力が期待で

きない部門に対し、

産業保健スタッフはど

こまで「具体策」に踏

み込むべきか、「具

体策」を用意するべ

きか。 

大成建設の事例→

時間も人も予算もな

いような場合 

希望されない職場の

フォローアップをどうす

るか 

分析は興味があるが

改善の仕方はわから

ない 本当にブラックな職

場は「全然大丈夫ッ

ス」と、皆答えるので

は？「いじめはなかっ

た」的な発言）スコ

アが問題な職場の対

応をどうするか 

 

表４．グループワークで出されたストレスチェックの実施、特に集団分析や職場環境改善に関する工夫 

A 

  

  

報告の仕方 層化の工夫 個別対応 

部長（回答者 10

名以上）に自分の

部署のデータをフィー

ドバック 

→研修実施（部長

のみ）→ACL使用 

役員クラス（部門

長）へは所属部

（10 名以上）のデ

ータをフィードバック

（産業医コメント付

き） 

委員会での報告を

実施 

（年齢層別で）ス

トレス↑層にどうはた

らきかけるのが良い

か？と考えてもらっ

た。 

高ストレス者には個

別にメール送信し、

状況を把握し場合

によっては医師につ

なげる。 

人事と安全衛生委

員への結果説明会

と改善ヒントについて

説明 

各人事や部署へ細

かい結果のフィードバ

ックを実施 

職場環境改善の方

法について検討中 

      

B 

  

ITツール EAP利用 フィードバック方法 

２年目：子会社で

便利なシステム開

発。 

ID・パスわかりやす

く。 

自動で部門長に集

団分析結果送付可

能。 

１年目外部システム

利用し、集団分析

実施→部門長へ。

役員へも報告。スト

レス職場（120 以

上）では管理職と

対策検討会。年度

末にアンケート実施 

・集合研修で職場に

結果をフィードバック

した。（見方につい

て説明） 

・数値が高い職場に

は、追加研修で行

動分析マネジメント

を実施。 

ストレスチェックの結

果と残業時間の相

関関係をあげてみ

た。 

 残業時間↑・・・ス

トレス↑ 

 残業時間↓・・・ス

トレス↑  ⇒課題 

本部ごとに集団分

析を行い人事担当・

安全衛生委員を集

めて説明会を実施。

希望本部には、さら

に細かい部ごとの分

析結果も提供。 
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C 

  

  

結果報告（現状・工夫） 結果報告の活用 ツール 

集団分析結果は

「極秘」扱いし、一部

管理職のみへ開示。 

産業医巡視の際

（巡視後）に職場

ごと分析結果をフィー

ドバック 

→職場環境改善へ 

  管理者・安全衛

生委員など対象 

人数の多い生産部

門のリーダー職以上

へのラインケア研修を

企画 

データをマネージャー

研修で使用。 

 問題（犯人）捜

しになってしまう 

→ ・会社全体のデ

ータを使用 

   ・全社としての問

題・課題をディスカッ

ション 

社内健康相談（か

らだ・こころ）窓口に

ついて、チラシ作成・

配布 

事業部人事・職場

安全衛生委員に事

業部・課ごとの分析

結果・見かたを説明

し、展開してもらう。 

安全衛生委員会で

集計結果を発表し

た。 

      

D 報告の仕方 フィードバックとその後の取り組み その他 

  社内HP 全社結果

報告 

結果を安全衛生委

員会で報告した。※

人事から。 

会社としての取り組

み 

 ストレス対策部会

※で進捗を確認、

対策を検討 ※心

理職・産業医・総

務・人事・安全衛生

委員会の下部組織 

部長が OK を出した

ところで職場環境改

善のグル―プワークを

行う。 

元々ある小集団活

動を利用する 

  役員会での報告 衛生委員会での報

告、事業所分析 

結果説明会と意見

交換 

 管理職支援 

 セルフケアの話 

フィードバック 各職

場に入り実施。 

管理者と一緒に職場

の振り返りを行う 

→結果、管理者から

健康管理室に声か

けられるようになった 

協議会“こねこ活動”

で参加型にしたい。 

既に出来ていること

（５SetC，活用

向上） 

  管理監督者研修で 

 分析結果、見方の

フィードバック 

 管理者同士で職

場の振り返り 

部長一人ひとりに分

析結果を返す by 

心理職 

 ・見かたの説明→

今後の課題 

           

→人事・産保スタッ

フの支援 

 ・独り歩きの阻止 

 

  ストレス度の高い職

場の従業員への個

別面談（EAP） 
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E 

  

準備 返却 活用法 支援 職場改善 

お手製でがんばる 

 

集団分析結果のフィ

ードバック方法を安

全衛生委員会で周

知し、社員（メンバ

ー）からも声が上が

るようにした 

職場が主体となった

環境改善ができるよ

う、希望した職場へ

の（希望を募る）

結果のフィードバック

と支援 

管理者に集団結果

を返し、保健師が訪

問 

・全職場（計 90）

に出向くこと事業場

が広い 

仕事の負荷は高い

けれども支援が高い

職場の取り組みを好

事例として委員会で

紹介した。 

出来る事を少しずつ 

F 

  

工夫・現状 対策 

所属長に職場結果

を配布し、保健師と

所属長で対話の場

を設けている。 

ストレスチェック結果

（集団）と所属長

の認識、職場の良い

点、改善が必要な

点について職場環境

改善案について相談

する場としている。 

高ストレス職場へス

トレスチェック結果を

報告活用はしていな

いが職場の安全会

議に参加し情報収

集している 

・ヒヤリハット 

・リスクアセスメント 

・発言の状況や人間

関係 

①QC活動の副題と

して 

②働き方改革のテー

マとして 

③ワークライフバラン

スの取り組みの一員

として 

ラインケア実施しなが

ら 

・特定社労士とコラボ 

・コーディネーとしても

らう人を派遣で依頼

した 

外部コンサルタントの

活用 

・管理職面談 

・主任副主任面談 

ほめられたい 

みとめられたい 

G SC実施 分析 全体報告やフィード

バック 

 職場環境改善 その他 

人事に職場改善の

モチベーションを持っ

てもらう 

職場の状況を把握

し分析する 

・残業時間 

・メンタル休業者数 

フィードバックの際、

必ず良い所から説明

する 

希望職場の手あげ

方式で行う 

ＥＯＳ（従業員意

識調査）と併用して

使う 

   既存の仕組み機会

を使用してフィードバ

ックする（幹部会議

など） 

 働き方改革 

    集団分析の説明会

をする（見方の理

解） 
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表５．手引き案に対する産業保健スタッフ等からの感想、意見 

・ToDoの Listはわかりやすいと思いました。 

・課題やハードル、工夫の項目は、知りたい情報だったので、役立つと思う。 

・これだけはやった方がよいことやポイントがあれば、まずはそれを提示するのがよい。 

・P12 3）の様々な具体例があることはとても役立つと思いました。 

・事業場の他の改善活動と一緒にやっていけること、それがメンタルヘルス対策にもなることがより伝わる

とよい。 

・誰をターゲットにマニュアルを手にしてもらえるか？と考えると担当者または専門家が主になっているの

かと思えました。つまり補足をできることが前提となっているようなので、参考のリンクを各所で提示され

ても良いと思います。 

・小グループの結果の公表がないグループ・チームは結果責任者が何をしてよいか分からない。 

・「課題とハードル－工夫の例」は良いと思いました 

・経営者のまきこみの方法論をもっとつっこんで書き込まれると良いと思います 

・分析の仕方・解釈の仕方についてもっと情報があるとわかりやすいです。性別、年齢、残業時間等の情報

を付け加えるとよい等。○○のような結果は△△のような職場の状況が考えられます、等。 

・分析→職場改善が飛躍してしまう印象があります。 

・工夫の例は「～しましょう」型のまとめではなく「～したらうまくいきました」というような成功事例の

紹介の方が心にひびくのでは？と思いました。 

・P.13のまとめはわかりやすく、また納得しやすいものでした。 

・12ページ ACT3は分析の結果の強みの具体例について他社での事例が充実すると自社で活用しやすい。 

・事業者の理解を得るために TODOでの優先順位が示されていると説明しやすい。 

・13ページの成功の秘訣は前の方に移動させては。 

・私は特に健康心理士なので生活習慣病予防と同じほどメンタル不調予防は不可欠と思っております。意識

が高まるよう自分の分を果たしたいとも思いました。 

・お疲れさまです。大変期待しています。 

・デンマークの意見についてストレスチェックをしたために不安が増えてしまう例があるのでしょうか。 

・P.1～P.11はすでに公表されているストレスチェックの手引の内容と同じですがこちらの方がわかりやすい

です。 

・P12全国平均 100よりも下回っているから課題が無と言い切れない．．．。正にそのように思います。ワーク

エンゲイジメントや●●の一体感を含めた指標を示して頂けると大変取り組みやすくなると思います。 

・P6工夫の例として「働き方改革や健康経営の視点を利用して」とありますが、電通事件以降、経営者に「働

き方改革」のアプローチは大変有効だと思います。もっと前面に出して良いのではないでしょうか。 

・集団分析結果を経営会議にかけるのに困る。経営層からの質問で気になるのが、集計の分母を気にせず話

をしている。少人数の影響の大きさを考慮していないなど。集計や分析の仕方をうまくしないと次年度以降

のストレスチェックに影響する。 

・外部 EAP。集団分析後に何をやったらよいかわからない、集団分析後の提案が足りていない、と言われる。

依頼主は改善方法の検討も含めてこちらに丸投げ。産業保健スタッフと連携している企業割合が低い。連携

することを選択肢として提示して。 
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Ⅰ．はじめに

平成27年 12月からストレスチェック制度が施行されて丸2年が経過しました。

制度の目的はメンタルヘルス不調の未然防止（一次予防）であり、各事業場がストレスチェックの

結果を活かして職場環境改善にとりくむことが期待されています。職場環境改善にとりくむためには、

ストレスチェックの集団分析結果を活用すると便利です。集団分析は、制度の中では努力義務とされ

ていますが、制度の目的である一次予防の観点からも是非、集団分析を実施してそれを活用し、職場

環境改善が行われて皆が働きやすい事業場が増えてくことが望まれています。

本手引きは、ストレスチェックを実施したものの集団集計結果をどのように活用したら良いかわから

ない、職場環境改善は必要と思うけれどどのように手を付けたらよいのかわからない、といった事業

場のために、準備体制の作り方について説明し、管理監督者や労働者や産業保健スタッフの関わりに

ついて触れながら、集団分析の結果から職場環境改善に着手するまでの工夫やアイディアを中心にご

案内しています。

ストレスチェックの実施者、実施事務従事者、産業保健スタッフの方に読んでいただくことを想定し

て作成しました。職場環境改善は難しそうでハードルが高いというご意見を耳にします。この手引き

を読んで、職場環境改善をやってみよう、という事業場が増えることを期待しています。
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Ⅱ．ストレスチェック制度における
職場環境改善の位置づけ

ストレスチェック制度は、定期的に労働者のストレスの状況について検査を行って、①本人にその結

果を通知して自らのストレスの状況について気付きを促し、個人のメンタルヘルス不調のリスクを低

減させるとともに、②検査結果を集団的に分析し、職場環境の改善につなげることによって、労働者

がメンタルヘルス不調になることを未然に防止すること、を主な目的としています 1）。したがって制度

の中では努力義務に位置付けられていますが 1、集団分析と職場環境改善はストレスチェックの目的を

果たすための重要な手段と考えられます。

Ⅲ．ストレスチェック制度と PDCA

１．ストレスチェック制度の流れ
ストレスチェック制度の一連の流れを図に示しました。本手引きでは主に、右側の赤い矢印を焦

点にした集団分析から職場環境改善について扱います。

１　（厚生労働省令 - 検査結果の集団ごとの分析等）
厚生労働省令第52条の 14　事業者は、検査を行った場合は、当該検査を行った医師等に、当該検査の結果を当該
事業場の当該部署に所属する労働者の集団その他の一定規模の集団ごとに集計させ、その結果について分析させる
よう努めなければならない。

　　2　事業者は、前項の分析の結果を勘案し、その必要があると認めるときは、当該集団の労働者の実情を考慮して、
当該集団の労働者の心理的な負担を軽減するための適切な措置を講ずるよう努めなければならない。

職場環境の改善

ストレスチェック制度の流れ図

事業者による方針の表明
組織的な取り組み
PDCAサイクルで

ストレスチェックの実施

ストレスチェックと面接指導の
実施状況の点検・確認と改善事項の検討

集団集計と分析

・目的
・実施体制
・実施方法

・情報の取扱い
・ストレスチェックの結果の保存
・結果提供の同意取得方法　等

職場環境改善

厚生労働省：ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対策・過重労働対策等　資料より一部改変引用

＜改善主導別＞
①経営者・人事主導
②管理職主導
　・自発的取組型
　・産業保険スタッフ支援型
③専門家主導
　・活用全体への支援
　・各対策への支援
　・外部リソース活用
④従業員参加型
　・高ストレス職場
　・手上げ式
⑤集団分析結果を直接活用
　しないが職場環境改善に
　取り組む

上記は重なるものもある
活用例として示しており、
当てはまらない場合もある

心の健康づくり全体方針、計画、体制整備

改善の評価、実施手順の振り返り

見直し、次年度計画への反映

SC実施、実施者による集団分析結果作成

事業者へ報告（含、衛生委員会で活用）

個別フォロー
（結果通知・面接指導）

衛生委員会で調査審議

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
で
進
め
る

職
場
環
境
改
善

集
団
分
析

面
接
指
導

実
施
前

全
体
評
価

ス
ト
レ
ス

チ
ェ
ッ
ク

ストレスチェック（SC）結果の取り扱いと職場環境改善へのつなげ方の例
Plan
計画

Do
実施

Check
評価

Act
見直し

A全体結果を活用
　したアプローチ

人事
部門

① ② ④

⑤

③

B高ストレス職場
　へのアプローチ

手上げ式
改善したい
職場

経
営
者

所属長

管理職
研修

職場
訪問

小集団
討議

小集団
討議

職場 職場

専門家
支援
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２．PDCA サイクルの各ステップでの検討事項
ストレスチェックは、労働者のメンタルヘルスに寄与することが期待されている職場の継続的な

取り組みであり、Plan（計画）－Do（実行）－Check（評価）－Act（改善）のPDCAサイク

ルで進めるとよいでしょう（表1）。

表１　PDCAサイクルの各ステップとストレスチェック制度における集団分析、
　　　職場環境改善に関する検討事項

PDCA 内　　容

Plan 計画
ストレスチェック、特に集団分析と職場環境改善についての方針作成
実施計画のデザイン

Do 実行

（1）ストレスチェックの実施
（2）集団分析
（3）職場報告　事業者・幹部向け
（4）職場報告　個別職場向け
（5）職場環境改善

Check 評価 参加者の意見等プロセス評価　各指標の変化

Act 改善 次年度以降の実施手順、実施方法の見直し

職場環境改善の活動をうまくスタートし、継続していくための成功の秘訣には下のようなものが

あります。

これが成功の秘訣（15ページも参照）

経営層の理解とリーダーシップ

事業場にすでにある取り組みを活用

分かりやすい言葉や例で説明

情報量は最小限に

職場の良い点に目を向ける

職場内外の支援者がフォロー

結果だけでなく活動の過程を重視

ではここからは実際に、PDCAの各ステップで何をすると良いのか考えていきます。
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【Plan：計画、実施前準備】
労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル 1）を参考にしながら、ストレスチェッ

ク実施の目的を確認し、実施者や実施事務従事者などの役割分担を含む実施体制を整え、実施方法を

具体的に決定します。

TODO
  事業者に主体的にかかわってもらう手筈を整えましょう。
事業者のストレスチェックに関する方針表明は労働者の心を動かしま

す。労働安全衛生法では、ストレスチェックの実施を事業者に課してい

ます。是非とも事業者に主体的にかかわってもらい、労働者のメンタル

ヘルスに資する取り組みにしていきましょう。

  集団分析を実施するか決めましょう。実施するならばその活用方針を確認しましょう。
ストレスチェックの結果を集団集計して、その結果を解釈することが集団分析です。

例えば職場部署単位での集計を行うと、仕事のコントロール度が良好な職場はどこか、仕事の量

的負担が高く過重になっている職場はどこか、等が分かります。職場の状況を把握し、その職場の

情報を得ることにより、良好な職場からはその工夫を学べますし、過重な負担のある職場では対策

を考えようというきっかけになります。

厚生労働省のストレスチェック制度に関する検討会報告書 2）では「職場のストレスの状況その他

の職場環境の状況から、改善の必要性が認められる場合には集団的分析を実施し、その結果を踏ま

えて必要な対応を行うことが自ずと求められることに留意するべき」とされています。デンマーク

で開発された職場のストレス調査のソフトガイドライン 3）では、「職場の心理社会的環境に関する調

査は、それによって明らかになった改善点について何らかの対策を行う心構えがない限り行われる

べきではない」とも述べられています。

集団分析は事業場にとっては努力義務ですが、働きやすい職場をつくる、維持していく、あるい

はもっと良くするための材料として、ストレスチェックの結果、特に集団分析を実施し、活用する

ことを、ぜひ方針に取り入れましょう。

  集団集計をどの単位で行うのか、決めましょう。
衛生委員会でストレスチェックの実施の手順について検討する際に、集団集計の単位についても

考えましょう。職場環境改善を視野に入れて、部の単位、課の単位を考えましょう。その構成が業

務内容をうまく反映しているかどうか、もポイントになります。ストレスチェックの実施者、人事

労務担当者、産業保健スタッフ等が集まって集団集計の単位について検討するプロセスも、職場環

境改善への手だてを考えていく際に重要な、他部門との連携を推進することにつながります。

また人数の少ない部署を扱う場合には、集計の前に当該部署メンバーの同意を得るようにするか、

結果の開示方法についてあらかじめ衛生委員会で審議しておきましょう。

  集団集計結果を開示する対象や方法について、決めましょう。
集団集計結果を開示する対象や方法について決めておきましょう。（計画段階で決めておくことが

望ましいですが、ストレスチェック実施後に検討して対応することも可能です。）
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このステップでの課題やハードル、そして工夫の例には以下のようなものがあります。
（職場環境改善のためのファシリテーター研修会の参加者によるワーク、ストレスチェックの実務者である産業
保健スタッフ、社会保険労務士、EAP機関担当者等を対象に実施したヒアリング、職場のメンタルヘルス専門家
養成プログラム交流会メンバーによるワーク 4）等　から収集したものです。）

課題やハードル 工夫の例

・対策の必要性や効果が明確でないと、活動に対して事
業者が難色を示します。

・法遵守優先の方針で計画に柔軟性がありません。（集
団分析と職場環境改善は）努力義務なので、やらなく
ても良いと考える傾向があります。

・高ストレス者対策で手一杯で集団対策（集団分析や職
場環境改善）まで手が回りません。

・中小企業だと社内にスタッフがいません。

・すでに行われている社内の取り組み（QC活動など）
を利用したり、働き方改革や健康経営の視点を利用し
て取り組みました。

・企業理念や事業場の活動目標との接点を探し、なじみ
のある言葉で説明しました。

・ストレスチェックの実施によって健康度の高い職場が
わかったので、その職場の強みを社内で共有できるこ
とを伝えました。

・一次予防の取り組みの費用対効果の科学的根拠を紹介
しました。

・法遵守の重要性を共有したうえで、産業保健スタッフ
と人事労務担当者が一緒に取り組みました。

・衛生委員会の場を活用して労働者一人一人にかかわる
問題であるという意識を共有しました。

・PDCAでできることから少しずつ着手してみました
・良好事例について情報提供しました。

・はじめからすべてを事業場内で行うことは難しかった
ので外部の資源 2 に相談してみることにしました。

【Do：実施】　①ストレスチェックの実施

TODO
  対象となる皆に受検してもらい、高い受検率を確保しましょう。
ストレスチェックの受診は労働者にとっては義務ではありません

が、受検率の低さは問題となります。集団分析では特に、職場構成員

の受検率が低くなると、個人が及ぼす影響が大きくなるため結果を解

釈する際に注意が必要となります。（職場のストレス調査のソフトガイド

ライン 3）では、「調査票に対する回答は自発的意思に基づくべきであり、回答

率が 60%を切ることは好ましくないし、その事業所の心理的環境が良くな

いことのひとつのサインである」と述べられています。）

受検にあたりストレスチェック制度の意義を労働者に理解してもらうことは大切です。厚生労働

省から、e- ラーニング　「15分でわかる法に基づくストレスチェック制度」

http://kokoro.mhlw.go.jp/e-learning/e-stresscheck/　が公開されています。

2　外部資源の選び方について厚生労働省からチェックリストが提供されています
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei12/pdf/150803-2.pdf
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このステップでは、以下のような課題やハードルとその工夫があります。

課題やハードル 工夫の例

・実施に関する委託事業者の選び方や、委託内容の範囲
について迷いました。

・実施時期で結果が変わるので、いつ行うべきか判断が
難しいです。

・ウェブ方式と紙方式の混在で煩雑でした。

・受検率を高くできるか心配です。

・事業場の産業保健スタッフが足りません。

・値段も大事ですが、見やすく活用しやすい結果をもら
える業者を選びました。結果の経年変化も仕様書に入
れています。

・時期によって結果が変わることも一つの重要な情報な
ので、繁忙期だったのか閑散期だったのか、実施時期
の業務を把握して集団集計の解釈に加えました。

・IDやパスワードの提供の仕方を工夫して分かりやすく
しました。

・個人情報の保護をはじめ、安心して回答できる環境を
つくって周知しました。

・事業場ですでに実施していた取り組み（従業員意識調
査等）の枠組みや、定期健康診断の機会を活用しまし
た。

・自席に居るタイミングを見計らってリマインダーメー
ルを送ったり、受検を促す掲示をしました

・受検メリット（職場改善のきっかけになること）を伝
えるようにしました。

・外部資源の活用を含め、効率化できるステップを検討
しました。

②集団集計と分析の実施

TODO
  計画に沿って集団集計結果を作成し、職場ごとの課題が何か、分析を実施します。
  残業時間、産業保健スタッフの日頃の活動から得られた情報もあわせて検討します。
  必要があれば集団集計の単位を変更します。

このステップでの課題やハードルと工夫例は以下のようなものがあります。

課題やハードル 工夫の例

・「集計」しましたが「分析」できていません。

・外部委託だと集計結果を入手するのに時間がかかりま
す。

・部署単位の人数が小さく問題点が特定の人の回答の影
響を受けるとともにプライバシーが守られません。

・部署のまとまりが業務の実態に合っていない場合があ
ります。

・集団分析結果の目標値を問われて上手に答えられませ
んでした。

・集団分析の層別化の単位が多すぎます。

・ストレスチェック実施関係者で集計結果について検討
する時間を持ち、結果を理解するところからはじめま
した。

・納期までの期間も考慮して委託しました。

・集団集計と分析結果は一部の管理職にのみ返却するよ
う対象を検討しました。

・業務の実態にあった集団単位となるよう集計前に確認
しました。

・職場ごとに現状が異なるので目標も一律ではなく様々
になると考え、現状を把握して良い点を伸ばし改善点
を工夫するという視点で当事者と話し合いました。

・残業時間等、職場が持っている他の情報とすり合わせ、
課題を‘見える化’しました。

・結果の活用方法を考慮して層別分析を最小にしてみま
した。（男女、年代、職位、職種、支社・本社まで等）
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③報告

TODO
  集団分析の結果を報告、説明しましょう。
  分かりやすい言葉で、図やグラフなどを用いて簡潔に提示します。
  部署ごとの結果を開示する場合は、数値のみで成績のように評価せず、部署の実態とすり

合わせ、正しい理解を促します。

 事業者、経営層（担当役員など）へ
このステップでの課題やハードルと工夫例は以下のようなものがあります。

課題やハードル 工夫の例

・報告の仕方が課題です。

・数値が一人歩きしそうで怖いです。

・結果がよいと関心度が下がります。

・幹部会議・部長会議で報告する場合、担当部以外は名
称を隠す工夫をしました。

・事業者も参加する報告会を開催したり、研修会で活用
しました。

・残業時間や休業者人数など、他の情報も合わせて提示
しました。

・結果の正しい理解をすすめ、悪者捜しではなく職場の
強みを伸ばす機会と説明しました。

・良好事例の収集のチャンスととらえ、うまくいってい
る取り組みなどを聞き取り、他部署へ紹介していくよ
うにしました。

 個別職場、部や課へ
このステップでの課題やハードルと工夫例は以下のようなものがあります。

課題やハードル 工夫の例

・高ストレス職場へのアプローチが難しいです。

・どうしても管理者批判と思われがちです。
・階層で理解の仕方が異なります。

・上長へフィードバックしても何もアクションがとられ
ず、情報が活用されません。

・現場では総合健康リスクの理解が難しいです。

・結果より現実の問題に関心があります。

・結果の良かったところ、問題ではなかったところから
報告するようにしました。

・良好事例を紹介する機会として、意識を高めてもらえ
るよう工夫しました。

・結果の正しい理解を促しました。例えば、支援の低さ
の背景にある課題（皆が忙しすぎたり、物理的距離が
あって相談しにくいなど）について産業医の職場巡視、
保健師の職場訪問などで情報を得てフィードバックし
ました。

・改善の取り組みを後押しするように職場環境改善のた
めのヒント集（アクションチェックリスト）3 を提供
し活用を促しました。

・仕事のストレス判定図の見方のパンフレットを活用し
ました。

・集団分析結果も現実の問題と根の部分ではつながって
いることも多いことを説明し、幅広い取り組みを進め
るようにしました。

3　厚生労働省のWEBサイト　こころの耳からダウンロードできます。
　　http://kokoro.mhlw.go.jp/manual/hint_shokuba_kaizen/
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④職場環境改善

TODO
  職場環境改善をすすめます。

このステップでの課題やハードルと工夫例は以下のようなものがあります。

課題やハードル 工夫の例

・多忙で取り組めません。

・管理者と従業員のギャップがあります。

・自発的改善に取り組めない職場にはどうしたらよいの
か分かりません。

・職場環境改善をやります、という手あげ式では、本当
に改善が必要と思われる部署での対策が進みません。

・やらされ感があります。
・職場環境改善の仕方がわかりません。

・グループワークに慣れていなくて改善のワークがうま
くできません。

・ファシリテーターが足りません。

・自部署だけでは改善できない問題があります。

・すでに実施していた活動に便乗して取り組みを始めま
した。

・改善が必要な職場の事柄について意識を共有するよう
にし、より多くの人が感じている問題点の解決を優先
しました。

・取り組みを支援する枠組みとして、職場の担当者を決
めてもらい、人事部でもサポーターを決めました。

・高ストレス職場に対しては、まずは管理職のみで対策
検討会をしてもらい、改善の必要性を認識してもらい
ました。

・良好事例を紹介して「うちの職場でもできそうだ」感
を持ってもらい、自主的な“やる気”を促しました。

・セルフケア研修と一緒に実施してみました。

・外部機関に集合研修を実施してもらい、それを参考に
2回目から自前でやってみています。

・産業保健スタッフと人事部門等が仲立ちとなって関連
部署を巻き込んだ改善を検討しています。
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ストレスチェック結果の取扱いと職場環境改善へのつなげ方例

ストレスチェック結果の集団分析の返却は、職場環境改善につなげることを前提として行うとよ

いでしょう。逆に、職場環境改善への意思がない場合は、集団分析結果を返却しても活用の範囲は

限られてしまいます。図は、集団分析結果の取扱いと職場環境改善へのつなげ方の例を示したもの

です 5）。

職場環境改善は、事業場全体で集団分析結果を活用して着手する場合や高ストレス職場へのアプ

ローチを主とする場合等が考えられます。また、分析結果の返却対象や場面も、経営者や人事部門

の場合（① : 経営者・人事主導型）、管理職研修（② : 管理職主導型）、職場訪問での管理職への返却（② :

管理職主導型）、グループワーク（小集団討議）で活用（④ : 従業員参加型）するなど多様です。また、

職場環境改善は集団分析結果を使わなくても行うことは可能です（⑤）。この場合、結果は現場に返

却せず、事業場全体や各職場の幹部と産業保健スタッフのみで結果を分析把握し、経年変化をみる

というモニタリングに活用する場合もありえます。また、EAPなどの外部資源や内部専門家の活用

（③）も想定されます。

職場環境の改善

ストレスチェック制度の流れ図

事業者による方針の表明
組織的な取り組み
PDCAサイクルで

ストレスチェックの実施

ストレスチェックと面接指導の
実施状況の点検・確認と改善事項の検討

集団集計と分析

・目的
・実施体制
・実施方法

・情報の取扱い
・ストレスチェックの結果の保存
・結果提供の同意取得方法　等

職場環境改善

厚生労働省：ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対策・過重労働対策等　資料より一部改変引用

＜改善主導別＞
①経営者・人事主導
②管理職主導
　・自発的取組型
　・産業保険スタッフ支援型
③専門家主導
　・活用全体への支援
　・各対策への支援
　・外部リソース活用
④従業員参加型
　・高ストレス職場
　・手上げ式
⑤集団分析結果を直接活用
　しないが職場環境改善に
　取り組む

上記は重なるものもある
活用例として示しており、
当てはまらない場合もある

心の健康づくり全体方針、計画、体制整備

改善の評価、実施手順の振り返り

見直し、次年度計画への反映

SC実施、実施者による集団分析結果作成

事業者へ報告（含、衛生委員会で活用）

個別フォロー
（結果通知・面接指導）

衛生委員会で調査審議

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
で
進
め
る

職
場
環
境
改
善

集
団
分
析

面
接
指
導

実
施
前

全
体
評
価

ス
ト
レ
ス

チ
ェ
ッ
ク

ストレスチェック（SC）結果の取り扱いと職場環境改善へのつなげ方の例
Plan
計画

Do
実施

Check
評価

Act
見直し

A全体結果を活用
　したアプローチ

人事
部門

① ② ④

⑤

③

B高ストレス職場
　へのアプローチ

手上げ式
改善したい
職場

経
営
者

所属長

管理職
研修

職場
訪問

小集団
討議

小集団
討議

職場 職場

専門家
支援
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Plan

DoAct

Check

Plan

DoAct

Check

【Check：評価】　【Act：改善】

TODO
  集団分析、職場環境改善を実施したら、うまくいった点をふりかえると同時に、実施する
うえで困難だったことなど、見つかった課題点を整理し、次年度以降の活動にフィード
バックします。

  集団分析結果の良い部署が実施していること、工夫していること、働きやすさをもたらし
た職場環境改善での取り組みなど、良好事例を収集し、他部署へ情報共有します。

  職場環境改善に着手する、実施する、その活動自体や取り組みの過程も評価しましょう。（改
善のための話し合いが行われた、改善案の提案が○個あった、改善案が職場に周知された、
取り組み目標が掲げられた、実際に改善案に取り組んでみた、など）
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３．集団分析結果―仕事のストレス判定図の活用

ストレスチェックを実施して必要な職場環境改善につなげるには、集団分析の結果を活用すると

便利です。ここでは一つの例として、ストレスチェック制度で使用が推奨されている職業性ストレ

ス簡易調査票から作成できる仕事のストレス判定図について述べます。

 仕事のストレス判定図とは？―　判定図の見方
仕事のストレス判定図は2つの図からなり、仕事の量的負担、仕事のコントロール、上司の支援、

同僚の支援という4つの仕事上のストレス要因に注目して、ストレスの大きさとその健康への影響

を判定します。

【量―コントロール判定図】
｢仕事の量的負担｣（横軸）と ｢仕事のコントロール（仕事に対する裁量権あるいは自由度）｣（縦

軸）をストレス要因とした場合のストレス度を、プロットして表現しています。図上の斜めの線は、

仕事の量的負担とコントロールから予想されるストレスの状態や疾病の発生などの健康問題の危険

（リスク）を標準集団の平均を 100としてあらわしたものです。仕事の量が多くコントロールが低

いほど右下にプロットがあり、白い範囲から黄色、オレンジ、さらに赤へ近づくほど、ストレスが

生じ易い環境にあると考えられます。◇は全国平均（さまざまな企業の従業員計約3万人の平均）、

集計部署のストレス度を●で表しています。

ストレス高いストレス高い

ストレス高いストレス高い

ストレス低いストレス低い

ストレス低いストレス低い

全国平均　と比較して
仕事の量的負担はほぼ同じだが、
仕事のコントロールは低い

全国平均　と比較して
仕事の量的負担はほぼ同じだが、
仕事のコントロールは低い

量
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
判
定
図

量
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
判
定
図

職
場
の
支
援
判
定
図

職
場
の
支
援
判
定
図

全国平均　と比較して
上司の支援は同程度だが
同僚の支援が低い

全国平均　と比較して
上司の支援は同程度だが
同僚の支援が低い
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【職場の支援判定図】
「上司の支援」（横軸）と「同僚の支援」（縦軸）の点数から、同様に健康問題の危険（リスク）を

判定しています。同僚および上司からの支援度が低いほど、すなわちプロットが左下にあればある

ほど、リスクが高くなります。

そして2つの判定図を点数で表現すると下表のようになります。

人数 ○○ 名
尺度 平均点数 健康リスク（全国平均=100とした場合）

量的負担 8.9･ 量 -コントロール判定図 総合健康リスク
コントロール 7.2･ （A） 108 （A）x（B）/100
上司の支援 7.6･ 職場の支援判定図
同僚の支援 7.0･ （B） 110 　 118

総合健康リスクの数字は、2つの判定図から総合的に判断して現在の職場の仕事のストレス要因

が、どの程度従業員の健康に影響を与える可能性があるか、の目安となるものです。

健康リスクが118であれば、それは従業員の健康への悪影響が平均より18%増しになることを

予想するものですので、職場ごとの総合健康リスクが現在よりも低下するように職場の健康管理、

ストレス管理をしていくことが望まれます。その一つの方法が、職場環境改善です。

概して健康リスクが150点を超えているケースで健康問題が顕在化している例が多く、早急な改

善が必要と考えられます。また、120点超えている事業場では、問題が顕在化する前に、事業場で

ストレス度を高めている原因について具体的に探り、対策が可能なものはないか、検討を始める必

要があるでしょう。

ストレス高いストレス高い

ストレス高いストレス高い

ストレス低いストレス低い

ストレス低いストレス低い

全国平均　と比較して
仕事の量的負担はほぼ同じだが、
仕事のコントロールは低い

全国平均　と比較して
仕事の量的負担はほぼ同じだが、
仕事のコントロールは低い

量
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
判
定
図

量
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
判
定
図

職
場
の
支
援
判
定
図

職
場
の
支
援
判
定
図

全国平均　と比較して
上司の支援は同程度だが
同僚の支援が低い

全国平均　と比較して
上司の支援は同程度だが
同僚の支援が低い
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 仕事のストレス判定図活用のポイント

①　健康リスクの数値とあわせて、量的負担、コントロール、上司の支援、同僚の支援の部署平均

点と、全国平均や職場全体の平均との差異を見て特徴を探しましょう。

参考 : 全国平均の数値

男性 量的
負担

コント
ロール

上司の
支援

同僚の
支援 女性 量的

負担
コント
ロール

上司の
支援

同僚の
支援

平均 8.7 7.9 7.5 8.1 平均 7.9 7.2 6.6 8.2

②　健康リスクが全国平均の 100を下回っていても問題が無いというわけでは必ずしもありませ

ん。判定図に使う4つのストレス要因の他にも、仕事のやりがいのなさ、仕事の将来の見込みが

はっきりしないことなど健康に影響を与える仕事上のストレスがたくさんあります。判定図では

簡便さを優先して仕事のストレス要因を4つに限定していますので、実際に職場にアプローチす

る場合には、これ以外の仕事上のストレスも考慮する必要性があるでしょう。

③　経年変化にも着目しましょう。下の表は、ある商社の1つの職場の経年変化です。総合健康リ

スクは2014年から 50代で経過していましたが、2017年春に実施したストレスチェックでは

量コントロール判定図の数値が85から 106へ、職場の支援判定図の数値が68から 89へそれ

ぞれ高くなり、総合健康リスクは 94になりました。特に量的負担得点の上昇と同僚の支援得点

の低下が目立ちました。業務で取り扱う材料の種類の増加とベテラン事務職の異動に伴い他の事

務職社員への負担が一気に高くなっていることが部署へのヒアリングで分かりました。このスト

レスチェックから数カ月の間にひと月あたり 50時間以上の長時間残業を行う社員が一人、二人

と増えていき職場の業務の効率化が課題として浮き彫りになりました。
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①「仕事のストレス判定図」の
健康リスク

③職場ごとの人数分布
標準化点に置き換えると「左欄」から
１点・２点・３点・４点・５点となる。
（点数高い程、ストレス低く、高評価）

②標準化点（１点～５点）
１点（ストレス高＝低評価）
３点（標　　　準＝中間値）
５点（ストレス低＝高評価）
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 さらに詳しい情報

①　職業性ストレス簡易調査票の詳しい分析

職業性ストレス簡易調査票では、仕事のストレス判定図に用いる4つのストレス要因のほかに、

対人関係によるストレス、技能の活用度、仕事の適性度などのストレス要因も評価しています。

これらの指標についても集団ごとにストレスの高い人の割合を求めるなどして、職場のより詳し

い情報を得ることができます。

②　新職業性ストレス簡易調査票の活用

職業性ストレス簡易調査票を含む新職業性ストレス簡易調査票（80項目あるいは 120項目）

という調査票が開発されており、意欲を引き出したりキャリアに役立つ教育が行われているかと

いった職場のもつ資源、お互いに理解し認めあっているといった職場の一体感や、仕事から活力

を得ていきいきとしている状態であるワークエンゲイジメントなどが評価できます。職場の良い

ところや強味を認識しやすく、職場環境改善を職場組織活性化の取り組みとしてすすめやすくな

ります。
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１点・２点・３点・４点・５点となる。
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４．ストレスチェックから職場環境改善への
プロセスをうまくすすめる成功の秘訣や例

経営層の理解とリーダーシップがカギ
職場環境改善が行われると、従業員がいきいきと働きパフォーマンスが高い職場になるといっ

た経営上のメリット、魅力ある職場には人材が集まり定着しやすい等のメリットから、経営者の

理解と協力を得るようにしましょう。ストレスチェックから職場環境改善につなげることで職場

の活性化が可能で、健康経営や働き方改革ともゴールが一致しています。

この経営層の理解とリーダーシップがあれば、事業場全体が改善活動に前向きになります。

事業場にすでにある取り組みを活用しましょう
業務に関連して、あるいは事業場の経営戦略に沿って事業場で行われている取り組みはないで

しょうか ?人事部門や健康管理部門が主体となっている活動はもちろんのこと、事業場が一体と

なって行っている活動があれば、その活動とあわせて職場環境改善への取り組みをすすめること

も考えましょう。労働者にも周知してもらいやすく、スタートもしやすいというメリットがあり

ます。

分かりやすい言葉や例で説明しましょう
例えば、「ストレスチェックは一次予防を目的としています」この台詞を聞いても、ストレス

チェックって何 ?一次予防って何 ?という人もいるかもしれません。

ストレスチェックについては、“自動車の車検”に似ています。自動車はいつもきちんと動くた

めに、定期的に車検をして悪いところが無いか調べています。それと同じように、ストレスチェッ

クは、労働者がいつも健康でいきいきと働くために1年に 1回行う検査のようなものです。また、

一次予防は未然防止を意味し、転ばぬ先の杖のようなものです。

ストレスチェックにおける職場環境改善では“雑巾がけの法則”を例に考えるとよいでしょう。

雑巾で床や窓の拭き掃除をする際、汚れた雑巾をすすぐためのバケツを用意し、すすぎながら拭

きます。しかし雑巾も汚れてしまい、バケツの水が真っ黒になると、雑巾をすすぐだけではなく

バケツの水も同時に変えることが必要になります。雑巾をすすぐかどうかを確認するのがストレ

スチェック、雑巾を水ですすぐのがセルフケア、雑巾をすすぐのと同時にバケツの水も取り替え

るのが職場環境改善活動です。
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名称を工夫するのも良いでしょう
ストレスチェック制度のチェックという呼称は、悪いところ探しのようなイメージがあるかも

しれません。ストレスチェックを「いきいき診断」、職場環境改善活動を「いきいき職場づくり」「仕

事をやりやすくする活動」「職場ドック」などと呼んだり、キャラクターを活用したりすると労働

者にとって身近なものと感じられるようになります。

情報量は最小限にしましょう
集団分析結果などを提供する資料では情報量は最小限、簡潔に作成して、提供しましょう。全

体のボリュームを絞りA3サイズ 1枚程度に収める、なるべくグラフを活用するなどは良い工夫

です。

職場の良い点に目を向けましょう
集団分析では、全国平均や職場全体の平均と比較して悪いところのあらさがしになりがちです。

何が悪い ?に終始するのではなく、良いところはどこかを探し、職場の良い点・強味を認識しま

しょう。職場環境改善の改善も、出来ていることに目を向け、自分達にもできていることがあった、

さらにできそうだ、というやる気が引き出されることからスタートしていきます。

職場内外の支援者がフォローしましょう
職場環境改善の活動を、安全衛生委員会や事業場内産業保健スタッフ、外部機関などがサポー

ターとなり、一定期間フォローしましょう。進捗の状況をフォローして、うまくいかないときに

は相談役となり、うまくいっていることは一緒に喜ぶことにより、現場任せばかりではない取り

組みになります。

結果だけでなく、改善活動の過程を重視しましょう
職場環境改善に取り組んでも、1年後の集団分析結果が良くならない、休職者が減らないこと

があります。業務に関連する要因や企業を取り巻く状況など複合的な要因が集団集計結果に反映

されることもありますし、職場環境改善の効果がみられるまでには時間がかかることも多いから

です。職場環境改善のための話し合いの場を持てたこと、改善案の提案がなされたこと、など改

善活動の過程も評価するようにしましょう。
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Ⅳ．取り組みの好事例

ストレスチェック制度（あるいはそれに準じた制度やストレス調査）を利用して、職場環境改善に着

手したり、取り組みがうまく進んでいる好事例について紹介します 4）　6）

【体制づくりに関する好事例】

✿ 経営層が合意していることを社内報という形でアピール

A事業場では職場環境改善の取り組みを始めるにあたり、その内容を社内報に掲載しました。社内報

の掲載内容を社長がチェックすることは社内では周知の事実で、職場環境改善の取り組みが社内報で

紹介、掲載されたということは、社長がこの取り組みに合意していることを示すことになりました。

社長通達という書式を使わずとも社内報を活用して社長の意思を表明することになったことで、スト

レスチェック制度の導入と集団分析の実施、職場環境改善の導入がスムーズになりました。

✿ 職場責任者の主体的な関与を促す集団分析結果の返却方法の工夫

B事業場では産業保健スタッフが全職場を訪問し、管理職と懇談する場を設けています。その際に管

理職に当該職場の集団分析の結果を対面でフィードバックすることにしました。日ごろの産業保健活

動の場面を活用して、職場責任者の主体的な職場環境改善への関与を引き出すことに役立ちました。

✿ 既存の安全への取り組みを活用する

C社ではトップから全社員に向けてメッセージを社内ポータルサイトで発信するトップダウンの社風

があり、全国に200以上ある拠点の全所に居る衛生管理者から事業場内に伝達する仕組みがあります。

また保健師5名がエリア担当ととなり、従業員50人未満の支店にも保健師が1年かけて訪問し顔の

見える産業保健活動を行ってきています。そのため遠隔地でもテレビ電話を使った相談対応が可能と

なっていました。10名以上の部署の所属長宛に集団分析の経年変化を郵送した後、電話による問い

合わせ対応、問題意識の共有ができ、各支店で職場環境改善に取り組む準備ができました。

【実施手順に関する好事例】

✿ 取り組みに職場全員を巻き込む工夫

D事業場では、労働者参加型の職場環境改善を実施することにしましたが、業務の都合で職場の検討

会に参加できない社員がいることから、アンケート調査を複数回実施し、改善のプロセスにアンケー

トの形で意見を反映できるようにしました。このような工夫は、検討会に参加できない社員にとって

も、取り組みに参加しているという意識を高めるのに役立つでしょう。

✿ 職場の特性に合わせツールに変更を加える工夫

E事業場では、職場環境を幅広い視点から把握するため職場環境改善のためのアクションチェックリ

ストを活用していましたが、職場の特定や取り組みの目的に合わせて現場に適用したチェックリスト

に変更して用いていました。ツール類を業種や職場の特性にあったものに変更して活用することで、

参加者が改善への取り組みをより身近に感じることができるようになります。
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【実効性のある改善策の提案に関する好事例】

✿ 視覚教材によるツール作成

F 事業場では、ストレスチェック制度そのものや職場環境改善についてわかりにくいという指摘を受

け、職場全体にこれらの情報を広く周知するために、1～ 2ページの漫画を作成して取り組みの解説

を社内報に掲載しました。

✿ 外部支援者との連携による取り組み

G事業場では、実際に職場環境改善の取り組みを始めるにあたり、管理職研修やモデル事業場での取

り組み紹介など、職場環境改善の支援経験のある外部支援者が関わりながら進めることでスムーズな

導入につながりました。

【実施継続に関する好事例】

✿ モデル職場や手あげ方式での取り組み

H 事業場では職場環境改善の取り組みを導入するにあたり、人事労務部門などで先行的に取り組みを

体験してその結果を全事業場に展開するようにしました。先行的に取り組みを実施した職場の担当者

がその後に取り組みに参加する職場の担当者へのよき助言者となり、全社的な展開がスムーズに進み

ました。また、全社展開にあたっては、強制力をもって一律に行うのではなく、参加表明した職場を

中心に行っていったところ、改善活動の“やらされ感”がなく継続しています。

✿ スモールステップによる進捗管理

I 事業場では年間複数回の管理職研修を設定し、各研修日を期限として、良い点・改善点の検討、職

場環境改善計画の立案と評価方法の決定、職場環境改善の実施状況報告（中間報告と最終報告）のよ

うに小刻みな進捗管理を行いました。このスモールステップによる進捗管理により、他の職場の取り

組みに触発され、あるいは互いの取り組みに励まされる形で、研修に参加したすべての管理職が職場

環境改善を計画立案だけでなく実施まで進めることができました。

✿ 取り組みによる改善効果を前面に出してアピール

G事業場では管理職研修において管理職主導型の職場環境改善の取り組みを推進していますが、主に

高ストレス職場をターゲットに職場環境改善の取り組みを行っている部門があります。この部門では、

産業保健スタッフが重層的な支援を行い、翌年度の健康リスクを改善（=良い結果を出す）するとい

う結果を残しました。この実績の積み重ねが管理職の職場環境改善に対する認識を変え、高ストレス

職場の改善活動の“やらされ感”を緩和することに寄与しました。

このほかにも、厚生労働省のウェブサイト「こころの耳」ではストレスチェック制度を活用して職場

環境改善に取り組んだ事業場の取り組み事例が紹介されていますし、平成29年度職場のメンタルヘル

スシンポジウムの動画も公開されていて、ストレスチェック実施後の職場環境改善に関する情報や事

例を見ることができます。

http://kokoro.mhlw.go.jp/mental-sympo2017/
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Ⅴ．便利な資料情報

職場環境改善の取り組みで活用できる各種資料やツール類が「こころの耳」からダウンロードできま

す。実際にダウンロードして実物を手に取ってみると職場環境改善のイメージもより具体的になって

くるでしょう。

職場環境改善ツール一覧
○職場改善のためのヒント集　（メンタルヘルスアクションチェックリスト）

○いきいき職場づくりのための参加型職場環境改善の手引き
　（仕事のストレスを改善する職場環境改善のすすめ方）

○職場環境改善の継続展開のためのファシリテータ・コーディネータ用ポイントマニュアル

○職場の快適度チェック（快適職場調査･ソフト面）

○メンタルヘルス改善意識調査票（MIRROR）

https://kokoro.mhlw.go.jp/manual/#tool
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